
令和 5 年第 4 回高森町定例会一般質問 

 

令和 5 年 12 月 11 日 午前 9 時 開議 

会場：高森町役場 議場 

 

 

順序 氏名 質問事項 

1 北沢 幸保 Ⅰ 将来の地域農業を見据えた地域計画策定について 

2 大島 正光 Ⅰ 空家等対策の推進を 

３ 市川 信幸 
Ⅰ 教職員の時間外勤務について 

Ⅱ 古城管理を今後どうする 

4 佐々木 昌 Ⅰ 有害鳥獣対策の現状は 

5 木下 啓爾 Ⅰ カーボンニュートラルへの取り組みについて 

6 齋藤 天 
Ⅰ 不登校に対する施策「自分らしい学び応援事業」の 

三本柱、4つの方向性について 

７ 原 敏明 
Ⅰ 信州たかもり温泉のこれからを考える 

Ⅱ 福祉避難所の運用について 

8 河合 隆俊 Ⅰ GIGA スクール構想の課題と対策について 

 



 - 1 -   

 

日程第 14 一般質問（会議規則第 60 条） 

○議長（岩口友雄君） 日程第 14、「一般質問」を行います。 

会議規則第 60条の規定により、通告順に質問を許します。 

質問される方は、質問席で一項目ずつお願いいたします。 

それでは、一般質問に入ります。 

 

◇ 通告１番 北沢幸保（10 番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 10番、北沢幸保議員。 

○１０番（北沢幸保君） 10番、北沢幸保です。 

それでは、通告に従いまして、将来の地域農業を見据えた地域計画策定等に

ついて、伺ってまいります。 

（１）に入ります。 

本年４月１日に農業経営基盤強化促進法の一部改正がされ、施行されました。

大切な農地を守り、次世代につないでいくために地域計画の策定が法定化され

た。 

当町には 1,000 ヘクタールほどの耕地がありますが、令和６年度中に町内全

域で地域計画を策定しなければなりません。この計画づくりは、当町の基幹産

業である農業と、地域コミュニティの基盤を守るための重要な課題であります。

しかし、ほとんどの町民には地域計画の策定が法定化されたことが周知されて

いません。期限が１年ほどに迫っているわけですが、町長の認識と決意を伺い

ます。 

○議長（岩口友雄君） それでは、第一項目目の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） それでは、お答えをさせていただきたいと思います。 

これまでは地域計画の策定の中心的な関わりをいただいた農業委員の皆さま、

それから農地利用最適化推進委員の皆さまに、地域計画の策定に向けた理解を

深めていただき、地域内でも少しずつまちづくり懇談会などで発信をさせてい

ただいております。 

当町の農業は、段丘を活かして上段と中段と下段ごと、水田、畑、それから

樹園地が組み合わされて耕作をされているということです。これらの間で、農

地集積にあたって作付けの転換や求められる農地の条件、既存の担い手の存在
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などが複雑に異なっているという中で、一律に同時期の計画策定は困難である

と考えています。 

まずは、農地所有者が農地の意向、農地所有者の農家の意向を確認し、議論

が先行している地域から順次計画づくりを進めてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

毎月の農業委員会総会議事録が令和３年度２月から、毎年の活動計画が令和

４年度から、年度末の点検、評価が令和３年度から公表されておりません。 

公表は法律で定められていると思うんですが、なぜできていないのか。原因

と対策を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それでは、お答えをさせていただきます。 

農業委員会等に関する法律に基づきまして、総会の議事録、農業委員会総会

の議事録、あるいは最適化活動の状況については、適切な方法により公表する

ことと定められております。 

ご指摘の資料につきましては、ホームページ等への掲載が遅れておりますこ

とをお詫び申し上げます。 

これらの公表事務については、経営局長、農水省の経営局長通知に基づき行

われておりますけれども、最適化活動の状況、目標について、従来の活動の目

標、それから実施状況の評価といった方法から、最適化活動の状況、目標につ

いての公表、評価という仕組みが変わっていくにあたり、令和３年度末に大幅

な内容が変更されまして、令和４度内までに未確定な部分もまだ残ったことか

ら、暫時その処理を行ってきているというところでございます。 

いずれも現在、掲載を順次進めさせていただいておりますので、いま少し対

応を進めてまいりたいと思います。申し訳ございませんでした。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 順次進めていくということですが、いつまでに公表できる

のか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 
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○産業課長（野沢 稔君） ただいまの最適化活動の目標、それからその評価につき

ましては、現在、ホームページの方へ公開をさせていただいております。 

それから、農業委員会総会の議事録につきましても、現在、４年度の中間ま

ででございますけれども、順次公開をさせていただいておるというところでご

ざいます。よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ②に移ります。 

国は、後継者確保と農地の利用集積、集約化などを推進していくために、

2012 年に人・農地プランを打ち出しました。これを受けて当町では、どのよ

うに取り組んで、どのような到達状況になっているのでしょうか。また、課題

をどのように分析していますか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 当町の人・農地プランにつきましては、平成 25 年３月

に公表をされ、以降順次見直しをしてきております。 

その中で平成 31 年３月には、千早原・正木地区を実質化により区分してプ

ランを公表し、現在まででは、千早原・正木地区と高森町全域、その他の地域

ということで、２地域で策定をされているところでございます。 

主には、新たな担い手、集約の担い手として認定農業者などを追加する見直

しや、これらを参照しながら中間管理事業や利用集積計画による担い手への意

向、農地の意向を進めているところです。 

課題としましては、集積して規模が拡大しやすい、比較的拡大しやすい水田、

それから畑地などと比較しまして、施設、施設園芸ですとか、専用の機械が必

要になりがちな果樹、そういったものについては、規模拡大のメリットを得る

までの投資のハードルといいますか、ハードルが高いといったことから、成約

が困難であるといったことが挙げられます。 

また、水田や畑地であっても、個々の既存の経営体としては、やっぱり集積、

引き受けられる面積に限界があるということから、だいぶこのまとめていただ

いた方々もいっぱいいっぱいになってくるという状況が生じてきており、新た

な担い手をつくり出していくことが課題ではないかというふうにとらえており

ます。 

以上です。 
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○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ③に入ります。 

飯田市や当町以外の北部４町村では、策定した人、農地プランが公表されて

おります。しかし、当町は公表がされておりません。なぜ公表されていないの

か、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 当町の人・農地プランにつきましては、公告による公表

を基本としてまいりました。現在、現状では、同プランは総体の概況、町全体

の総体の概況を示すのみで、その先に所有者の意向確認ですとか、それに基づ

く担い手の集積などのいわゆる実質化といったものに進むことが予定されてお

りましたので、それらを踏まえて順次公表していくということで進められてき

たのではないかと推察しております。 

今後は、それらをまとめて地域計画ということで法定化されましたので、そ

の段階に進むこととなり、将来にわたってそれぞれの地域でどのように公表し

ていくかは検討してまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ④に入ります。 

地域計画策定において、農業委員会は重要な役割を果たすと思うんですが、

どのような役割を担っているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 地域の農地に関する事情に最大に通じていただいており

ます農業委員、それから農地利用最適化推進委員の皆さまには、この地域計画

策定にも主要な役割を担っていただくことになると考えております。 

具体的には、農家の意向把握や地域内の議論の場でご発言をいただく、その

お立場としてのご発言をいただくほかに、議論の結果を視覚的にまとめた「目

標地図」の作成が想定されているわけですけれども、その目標地図の素案を作

成するといった役割が求められている農業委員会の役割と考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 
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○１０番（北沢幸保君） 補足質問します。 

重要な役割として、その中の一つに目標地図の作成ということが説明されま

した。そういった目標地図について、予定どおり進んでいるのか。その目標地

図のスケジュールに対しての進捗状況を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在、ご質問いただいておりますとおり、地域計画の策

定につきましては、今、意向確認に着手するといった段階でございます。 

目標地図につきましては、それらの意向確認の結果も踏まえて、将来を想定

したものを、皆さまの議論の結果を反映して作成するということになっており

ますので、現状では、まずその目標地図作成に向けた素案のそのまた土台とな

る現状の把握、現状の農地台帳図などからの把握といったものを作成する予定

で進めております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） その意向の確認だとか、それは予定どおりのテンポで進ん

でおるんでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 冒頭の町長答弁でお答えさせていただきましたとおり、

議論の先行している地域から暫時進めるということで進めております。 

現在は、下市田から耕作者組合などと協働しまして、意向確認の調査が既に

発出されたところでございます。 

また、そのほかの地域につきましても、順次その議論と同時進行で進めてま

いりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ⑤に入ります。 

農業に関する町や農業委員会の事務処理が遅れておったりだとか、適切に行

われていないというようなことが見受けられます。そのため、農業委員会や町

民から、農業担当職員や農業委員会事務局員を増員してほしいとの要望が上が

っています。 



 - 6 -   

現在、産業課の農業振興係長は空席のままであります。農業振興係の職員補

充は喫緊の課題であると感じるわけですが、農業振興係に対する業務量の認識、

また職員増員に対する考え方を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在、農業振興係長は産業課長が、私が拝命しており、

係員１名の欠員は、会計年度任用職員によって補完をさせていただいておると

ころです。不足の人員につきましては、充足を図っているところではあります

が、その業務のとらえということでご質問をいただいておりますけれども、特

に農業委員会の業務につきましては、個々人の方の土地、さまざまな資産につ

いて扱うものであり、かつ法的規定がかなり強く、また複雑で制約も多く、複

数打診するものの、人員として、人材として複数の方にお伺いするんですけれ

ども、今のところまだ確保に至っていないといったところが実情でございます。 

限られる人員の中で、庁内、この役場庁舎内の全体の人員配置も踏まえなが

ら、組織全体でこの補完については検討を進めます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 地域計画策定には、ほんとに振興係の職員は、進行の管理

あるいは調整といった全体のマネジメントを担っていくというふうに思います。

とても今の体制では困難だと思いますので、増員を早めにしていただけたらと

いうふうに思います。 

（２）に入ります。 

国の地域計画策定マニュアルでは、地域計画策定に係る関係機関の役割の検

討や工程表の作成、これを令和４年度中に行うようにマニュアルでは記されて

おります。当町では、各機関がどのように役割の分担を行い、工程表はどのよ

うに作成されたのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 二項目目の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 地域計画策定に関わります機関としては、まず町のほか

に、農業委員会、それから県、農業協同組合、これは広い意味での協同組合で

すが、や農地バンク、地域の自治組織などが挙げられます。 

農業委員会は、農地所有者や担い手の意向確認、先ほど申し上げました目標
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地図の素案の作成のほか、関係者の議論の場への参加を促すなどの役割が想定

されます。 

農業協同組合につきましては、町内に限らず、その広い圏域で組織する生産

者の声として意見を集約し、述べていただくことが求められる役割ではないか

と考えております。 

また、それぞれの組織内における事業計画との整合を図っていただくといっ

たことも期待されます。 

また、県農地中間管理機構、農地バンクの役割を担っておりますけれども、

には所有者から新たな担い手へ集積にあたり、そのマッチングや貸借を仲介す

る役割を持ちます。 

そして、町としましては、これら全体の取りまとめや、ご指摘いただきまし

た進行管理、それから既存の町の計画などとの整合にあたり、最終的には農業

委員会から示される素案を基に、目標地図を作成していくことが求められてい

る役割と考えております。 

長野県、県には、都度必要な意見を求めるとともに、その進捗、全体を国に

報告するなど、管理をする役割というふうに考えています。 

今後の進め方につきましては、先の委員会でもお答えしたとおりでございま

すけれども、本年度につきましては、概要説明をそれぞれの地区で行いながら、

意向確認のアンケートを送付、そして年度内から次年度にかけて回収、整理を

し、人・農地プランから継続して議論の進んでいる地区などを中心に、順次協

議の場を設けていくといった予定で考えてございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問をお願いします。 

今、各機関の役割について説明されました。また工程表についても大まかな

説明がありましたけれども、やっぱりこの地域計画を推進していくためには、

そういった分担だとか工程表は決定的に必要なものというふうに考えます。 

また、それを作るのが目的ではなくて、各機関や農地所有者にその内容を周

知して、共有して、議論を進めていくということが必要だと思います。 

町民や農地所有者に対しての説明が十分なのかどうか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 
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○産業課長（野沢 稔君） 各機関におきましても、この地域計画の策定に関する取

り組みについて、やはりそれぞれまだ戸惑いが残っているように見受けており

ます。ＪＡさんや園協さんなど農業協同組合の皆さまの中でも、まだ最終的な

すり合わせといいますか、足並みが揃っているというところまでいってないの

ではないかというふうに考えております。 

これらにつきましては、それぞれの中で連絡を密にしまして、その工程につ

いては確定をしてまいりたいと思っております。 

また、ＪＡみなみ信州さんにおきましては、農家組合などを通じて、これら

の取り組みについて説明をしていくと、そういう場を設けていくというふうに

伺っておりますので、そんな取り組みも併せて進めながら、町の方としても全

体を進めていくといった取り組みを働きかけていきたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、関連質問①に移ります。 

国の地域計画策定マニュアルでは、今年の９月までに町の農業経営基盤強化

促進基本構想を変更することとなっております。当町においては、この基本構

想は現在どうなっているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご指摘の基本構想でありますけれども、修正につきまし

ては、まず、８月に県への事前協議を行ってございます。 

また、関係機関として、農業委員会及びＪＡなどに意見の照会を行い、９月

22日付で本協議を行ったところでございます。 

確認しましたところ、既に県からの同意通知が施行されたということでござ

いますので、取り急ぎ公告の手続きに進めさせていただきたいと考えておりま

す。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、関連質問②に移ります。 

当町では、地域計画策定の区域をどのように設定するのか、伺います。 

先ほど町長の説明の中にも若干説明がありましたが、再度、それからまたそ

の区域分けというのは、どこで協議して決定するのか、合わせてお伺いします。 
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○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） これらにつきましては、まずは現在の自治組織７区を基

本に地域を考えさせていただき、先ほどの中で触れさせていただきましたよう

な水利組合など一定の規模でまとまりのあるところ、あるいは人・農地プラン

で先行して議論を進めてきたところといったところを、独立した区域として設

定する想定で考えております。 

これらにつきましては、農業委員の皆さま、それから自治組織の皆さまと協

議をさせて、最終確認をしてまいりたいと考えておるところです。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） その区域の区分けですね、これがいつまでに決定する予定

なのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在はその意向確認のアンケートなどを発出するところ、

それからその回収に進みまして、一定程度の回収が進んだところまでには、そ

の地域を確定させていただき、それぞれの地域ごとの協議といったものに進め

ていくという想定をしてございます。 

ですので、今年度末から次年度前半にかけて、その地域については皆さまの

協議を重ねてまいりたいと考えているところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、③に移ります。 

一筆ごとに 10 年後の予定耕作者を記入した目標地図の作成が求められてい

ます。そのために、アンケートや聞き取りなどで農地所有者の意向調査を行う

必要があるわけですが、具体的にどの機関が主体となって行うのか。また、い

つまでに目標地図の案を作成するのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 意向確認につきましては、農業委員会と町が協力して作

成をさせて、施工させていただくということになりますし、目標地図につきま
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しては、素案を農業委員会で検討し、それを基に町で公表していくということ

が定められた手続きとなっております。 

また、次年度につきましては、いつまでにということですけれども、次年度

につきましては、まず確定したものというか、完全に目標地図までたどり着け

るのは２地区ほどを想定しておりますけれども、２地区とその他高森町、その

他の地域といった形で、まずは作成をしてまいりたいというふうに考えており

ます。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、④に移ります。 

ＪＡ長野中央会と県は、地域計画策定に向けて、今年の７月から８月頃に市

町村へ連携の提案をするというふうに公表されております。どのような連携が

受けられるのか、再度伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 11 月初頭にＪＡさんと協議した時点では、具体的なそ

のような情報はございませんでしたけれども、長野県につきましては、地域計

画策定の推進に関する支援チームといったものを用意したいということで、ヒ

ヤリングが今月にあるというようなことは伺っております。 

いずれにしましても、現時点では確定的な情報は得てないところでございま

す。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） （３）に入ります。 

農地利用の最適化を進めるためには、長野県農業開発公社、いわゆる農地バ

ンクに農地を貸したり、あるいは農地バンクから農地を借りることが必須とな

ってくると思います。農地バンクへの農地の貸付の働きかけ等は、どのように

推進していくのか、伺います。 

○１０番（北沢幸保君） 三項目目の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） この経営基盤法の改正云々によらずとも、この中間管理

事業の最大の課題となっておりますのは、貸し手はあっても借り手が少ないと

いう状況でございます。 

これからの地域計画の協議の場では、機構集積事業など一定のそういった支
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援をするメニューなども紹介させていただきながら、引き続き営農支援センタ

ー「ゆうき」、それから農業委員、農地利用最適化推進委員などを中心に情報

を集約しながら、できるだけ少しでも多く担い手側の情報を集める中で、成立

を働きかけていきたいというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） ①に移ります。 

国は、地域計画の有無を補助事業と関連づけるというふうに明言しておりま

す。国の補助事業には、地域集積協力金、集約化奨励金、経営転換協力金や、

認定農業者の経営改善のための農業利用効率化等支援交付金などがあります。 

このため、町内において補助事業を受ける、そういった格差が生じないよう

にするためには、令和６年度中に、町内全域で地域計画をやり遂げる必要があ

るというふうに考えるわけですが、当町の計画の見通しを伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在、農家の皆さま、地域の皆さまから多く聞かれるの

は、後継者の不在や高齢化による農業の持続が困難な現状を憂いる案じる声で

ございます。 

地域内に補助事業を導入していくということは、規模を拡大して経営を拡大

していきたい意向を持つ農家が存在するということであり、同じ町内でも地域

ごとに状況は異なるわけでございます。これらをまとめる時間も町内で差異が

生じてくることもやむを得ないのではないかというふうに考えています。各地

域の中で地域計画をまとめるその時間、その進捗につきましては、差が生じて

くるということはやむを得ないのではないかと考えております。 

補助事業だけがこの計画づくりの目的とならないように、その後の後継者の

存在、また経営の方針などを見通す中で、地域ごとの状況と議論の深まりによ

って策定を進めることが必要だというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足をお願いします。 

全町で一斉に地域計画をつくり上げるのは難しいということで、できるとこ

ろからという説明をこの間されてきました。 
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地域計画が遅れる地域と、来年度中にできる地域と発生してくるということ

でありますが、最終的にいつまでに全町で地域計画を策定するのか、そこら辺

の見通しをお聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） これらについては、いつまでということが確定するわけ

ではございませんけれども、その地域の皆さまの協議によって、皆さまの意向

がまとまるかどうか、その時間については、それぞれさまざまであり、いま見

通すことはできないのではないかと考えております。 

ただ、この地域計画づくりの中では、将来の方針が未定という選択肢もあり

得るのではないかというふうに考えます。その中では、一定の時期には、その

地域として特にここはこうしていくというのがはっきり決まるところは先んじ

ていきますし、そうでないところは、まだ確定しないといった計画ということ

も有りではないかということで、いま考えているところでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） それでは、②に移ります。 

福井県小浜市では、各地域で一般社団法人６社を立ち上げ、担い手の営農サ

ポート、多目的機能支払交付金事業、地域集約協力金による補助事業などを行

っているというふうに資料にあります。ネットで公表されておりますが、また、

松川町では、町、農業委員会、認定農業者などで協議を行い、一般社団法人

「グリーンみらい・まつかわ」を今年 10 月に立ち上げたと報じられておりま

す。 

地域計画を策定するのが目的ではなく、地域計画を効率的、効果的に推進す

ることが本旨であるわけですが、そのためには、当町でも将来、一般社団法人

を立ち上げることなど、有効な手段を考えていくことが必要ではないかという

ふうに思いますが、そういった考えについて、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） この地域計画の策定を通じまして、ご指摘いただいたよ

うな、そのような活動が沸き起こってくるといったことは大変望まれるところ

ではありますが、そういった会社、法人を立ち上げるということは、その運営



 - 13 -   

についてどなたかが責任を負うということでございます。これらのものを行政

が立ち上げるというよりも、この地域計画に向けた議論の中で、農家に限らず、

農家の方に限らず、さまざまなお立場の皆さまからそのような動きが起こって

くるということが必要ではないかというふうに考えておりますし、期待をして

おります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） 補足質問を行います。 

松川町の事例ですが、2021 年から法人設立の協議を進め、今年 10 月に法人

を立ち上げたというふうに報じられております。そして、代表理事は、町長が

担っております。2028 年までに遊休農地 50 ヘクタールの解消を目指すという

ふうに報じられました。 

松川町では、町長が先頭に立って地域計画を推進しているわけですが、当町

ではどのようにして基幹産業である農業を守っていくのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 松川の樹園地であったりとか、果樹、観光農園、そういった

ものと高森町の現状を比較するのはなかなか難しいかと思っておりますけれど

も、当町の一番の課題になっているのは、やはり 10 年後の計画を立てるにつ

いて、その農地を継続して耕作するという意思であったりとか、後継者がいる

というその状態を見通す方が少ないということだと思っています。つまり、後

継者不足であったりとか、そういったことが起こってしまうと、そこの農地は

どうなるかというと、先ほど産業課長から話があったとおり、未確定の農地と

いう色づけになってしまうということです。 

なので、そういったことを解消するのか、それとも農地としてもう継続する

のではなくてあきらめるのかであったりとか、そういったところもやはりいろ

いろなところの議論の中から進んでこないと、町として、基幹産業の農業をど

のような形で継続していくのかというのがなかなか見えてこないというのが、

今の現状ではないかと思っております。 

来年から高森町として考えていることは、やはりまず営農支援センター「ゆ

うき」が、これまで観光農園であったりとか、農機具の貸し出しとか、そうい

ったものがどうしても中心になってしまったものを、もう少しやはり農業者に
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向いたような営農支援センターに変えるような手続きとして、今年度、観光農

園を観光協会に、ふるさと納税の業務を一般社団の方に移してきているという

ようなところがあるので、来年度からそういったことを集中的に進めてまいり

たいと思っておりますし、ご指摘いただいた職員不足、こういったものも解消

しながら、きちんとその基幹産業が継続できるのかどうなのかというところの

議論を進めていって、地域計画は、国はこういうふうに定めろと言っておりま

すけれども、やはり当事者である農家の皆さんはきちんとそれを認識しながら、

10 年後どうするのかというようなところを見据えていかないと計画が立たな

いと判断しておりますので、その国の期間にあおられることなく、きちんと議

論を進めながら、一つずつ議論が整ってきた地域から、最終的な地図であった

りとか、そういったものをきちんと進めていくように指示をさせていただいて

おるというところであります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） もう一回補足質問をすいません。 

当町は、総合戦略で「日本一のしあわせタウン」を掲げております。持続的

な成長と地域社会の自立的な発展を創生していきますというふうに明記してお

ります。そのためには、基幹産業である農業の担い手確保、それから農地の利

用集積、集約化、そういったことを推し進めて、農地を守り、美しい高森町の

景観をしっかり守っていくことは大変重要なことだというふうに考えておりま

す。しかし、当町の取り組みは、近隣の自治体に対して遅れておるんではない

かというふうに私は危惧しております。 

ハコモノづくりに力を入れるんではなくて、大地にしっかり根を下ろした行

政に転換するべきというふうに考えますが、町長の見解を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 北沢議員、補足質問にはなっていませんので、今の質問に対

しての答弁は控えていただいてもよろしいですか。 

あえて答えなくてもよろしいです。 

北沢議員。 

○１０番（北沢幸保君） じゃあ今のことをしっかり私の意見として訴えて、一般質

問を終わりにします。 

 

◇ 通告２番 大島正光（12 番） ◇ 
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○議長（岩口友雄君） 12番、大島正光議員。 

○１２番（大島正光君） 12番、大島正光でございます。 

通告に従いまして、質問をさせていただきます。 

私は、今回、空き家等対策の推進をということで、お聞きをしたいと思って

おります。 

空き家等対策の推進に関する法律、特別措置法は、平成 26 年に、適切な管

理が行われていない空き家等が、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に

深刻な影響を及ぼしていることに鑑みて、地域住民の生命、身体または財産を

保護するとともに、空き家等に関する施策を総合的にかつ計画的に推進し、も

って公共の福祉の増進と地域の振興が寄与することを目的に法律ができました。 

９年後の今年、空き家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法

律が６月 14日に公布され、12 月 13日、明後日から施行となりました。 

この改正の背景には、使用目的のない空き家が、この 20 年で 1.9 倍に増加

し、今後も増加することが見込まれる。また、除去等のさらなる促進に加え、

周囲に悪影響を及ぼす前の有効活用や、適切な管理を総合的に強化する必要が

あるため改正がされました。 

町でも、この法律に基づき、各区に空き家情報を調査するよう依頼をし、11

月のヒヤリングでそれぞれの報告があったと思います。 

最初に、調査結果の町全体の状況について、お伺いをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 一項目目の答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 町では、空き家等対策の推進に関する特別措置法が成立

した平成 26 年度に空き家の実態調査を行っております。前回の調査から約 10

年が経過しており、今回、法律が改正されることだけではなく、今後、地区と

町が一体となり空き家対策を講じる上で、まずは各地区に存在する空き家の数

と実態を改めて把握するとしたものでございます。 

地区計画を通じまして、各区のご協力の下、空き家の情報を取りまとめた結

果、概ね１年間を通じて居住や使用されていない物件は、町全体で 180 件ござ

いました。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） ①の質問に移りますが、空き家が国全体で、20 年間で 1.9

倍に増加したというふうに言われておりますが、町ではどのような状況だか、
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伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 高森町では、20 年前の町内の空き家を把握した資料は

ございませんので、前回、平成 26 年度から実施した調査と今年行いました調

査を比較しますと、前回調査が 90 件、今回が先ほど申し上げたとおり 180 件

でございますので、約９年くらいで２倍となっております。 

ただ、地域に報告いただいた空き家の定義と国の定義、この考え方が必ずし

も同じではないということはご承知おきいただきたいと思いますが、数字だけ

見れば、国より短期間で倍増したということになります。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） やはり国全体でも増えておりますが、町でも同じように空

き家が増えているという状況が判断されました。 

②番に移りますが、今回の法律改正で、空き家の状態を３種類に分けており

ます。１つは、活用可能な空き家、それから２として、管理不全の空き家、そ

れから３として、特定空き家、これはもう除去するしかしょうないというよう

な特定空き家でございます。この（３）については、周囲に著しい悪影響を及

ぼす空き家のことをいうわけございまして、この３種類で改正の中では分けて

おるわけですが、今度、市町村長に、この３つに分けて管理の確保として権限

を市町村長に与えておるわけでございますが、今回の町の調査で、１、２、３

の３種類の件数の状況がわかったら教えていただきたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 今お話いただきましたとおり、特措法では３種類の空き

家の状態が定義されておりますけれども、今回の地域からの報告をもって、今

回の法律上の分類に当てはめることができませんので、今後、町として分類を

していく必要がありますが、法律の定義とは異なりますけれども、今回の調査

では、それぞれの空き家の状況を、「倒壊の恐れがあり」「数年放置」「管理あ

り」、こういった３つの独自の分類で報告をいただいております。 

その内訳ですが、「倒壊の恐れがあり」が 19 件、「数年放置」が 18 件、「管

理あり」が 105 件、分類未が８件といった形で地域から報告をいただいており

ます。 
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○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 除去するしかないようなのが 19、管理不全が 18 というよ

うなことでございますが、思ったより多くあるなというふうに思いました。 

次の③に移りますが、所有者不明の空き家物件等は、今回調査の中では存在

したか、確認をさせてください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 先ほどすみません。今の前の答弁で、私は一つ数字を読

み間違えました。すみません。数年放置が 48 件でございます。申し訳ありま

せん。訂正させていただきます。 

続きまして、ただいまのご質問ですが、地区の方で所有者を把握できないと

いう空き家は存在しました。 

ただし、空き家の所有者につきましては、法に基づいて固定資産税の情報を

活用できます。町では現時点で、すべての空き家の確認を終えてはおりません

けれども、報告された空き家の所有者の確認作業を進めております。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 所有者は判明できるということです。 

次に移ります。 

空き家は私有財産でありまして、適切な管理の努力義務が所有者に課せられ

ているは当然でございますが、相続や経済的などの問題で除去などできない現

状かと推測をされます。 

今回の法律の改正で、所有者の適切な管理の努力義務に加えて、国や自治体

の施策に協力する努力義務が課せられました。 

また、このような物件に対して、町は、空き家等対策計画をつくるというよ

うなことになっておりますが、今後、町の対応、進め方について、お伺いをし

たいと思っております。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

本島総務課長。 

○総務課長（本島 憲君） 今回の法改正によりまして、特定空き家化の未然防止と

して、国が示す管理指針を基に、放置すれば特定空き家となる恐れのある空き

家、先ほどご紹介いただいた管理不全空き家に対しまして、市町村が指導、勧

告できるようになります。 
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勧告された空き家につきましては、敷地に係る固定資産税の住宅用地特例の

６分の１減額が解除されるなど、制限をかけることができるようになります。 

また、増加する空き家への対応を市町村だけで行うことには限界があるため、

法人が所有者に代わって空き家等の管理や活用を支援する場合、「空き家等管

理活用支援法人」として市町村が指定できるようになりました。 

特定空き家化に対する措置も改正により強化されておりまして、町とすれば、

このような制度を活用することになろうかと思いますけれども、先ほど議員か

らご紹介いただきました市町村計画、こういったものの策定も今後進めていく

必要があると思います。 

制度設計も含めまして、具体的には法施行後の対応となりますけれども、そ

の後も必要に応じまして、国等の助言をいただきながら適切に対応していく予

定でございます。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 早めに対策計画をつくっていただければというふうに思っ

ております。 

次の⑤に移ります。 

この法律は、本年 12 月 13 日から施行となっております。先ほど言いました

管理不全の空き家、それから特定空き家、これらの所有者に、また特に管理不

全の空き家の中でも放置すれば特定空き家になる恐れのある空き家、これは管

理不全空き家等といいますが、やはり環境だとか、周囲に悪影響を及ぼす空き

家でございますので、管理指針に則した措置を、法律に基づき、早期に町長か

ら、今度は助言または指導することができるというふうになっております。ま

た、助言、指導しても改善されないと認められるときは勧告をすることができ

るというふうになっております。 

やはり放置すれば周囲に悪影響を及ぼす空き家に対して、早急に対応する必

要があり、提案をさせていただきますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まずは、改正法については 12 月 13 日の施行ということにな

りますので、その後出てきます、実運用に関する指針であったりやガイドライ

ンが同時に改正されてくるということですので、具体的な運用の参考となるそ

れらの内容をまずは確認をさせていただきたいと思っております。その上で適
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切な対応をしていくということになりますけれども、もう既に数件いろいろな

話をいただいている特定空き家になりかけているようなところについては、こ

れまでも町としていろいろな所有者に対して、何とかしていただきたいという

お願いはしてきておるわけでありますけれども、なかなか改善に進んでいない

ということもありますし、場合によっては、行政代執行を行ったような場所に

ついては、なかなか所有者の方が、その後相続登記をされないというようなこ

ともあるという課題もありますので、今後どういった形にもっていくのがいい

のかということについては、少しお時間をいただきたいと思います。 

ただ、９年間で２倍になっているこの空き家がたくさんある一方で、新築家

屋も山ほどあるという、そういう状態になります。ですので、人口減少であっ

たり少子高齢化がこれから進んでいくんですけれども、町内では古い建物はど

うしても空き家になっていってしまうんですが、新しく来る人たちは新築で建

てたいというような、そんないま矛盾が少し生まれているのではないかなあと

思っています。 

現在、例えば人生会議であったりとか、そういったところでご自身が住む家

が今後どうなるかを考えてくださいとか、そういうお話をさせていただいてお

りますし、あと、地域人材教育の中でも、この地域の人材が地域社会やまちづ

くりに関心を持っていろいろなことに関わることが一つの目指す目的にはなっ

ているんですけれども、その中で、自分の住んでいる家をこれから守っていく

のかどうなのかであったりとか、そういったお話もさせてはいただいているの

で、まずは、これ以上空き家になっていくことをまず増やさないというところ

を徹底的に進めさせていただきながら、いま空き家になっているところをどう

活用していくのか、もしくは除去していくのかというようなところを進めて、

将来できるだけ空き家を減らすことができるように検討してまいりたいと思っ

ております。よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 大島議員。 

○１２番（大島正光君） 先日の新聞で、ある市で、この空き家対策特別措置法に基

づいて、倒壊の危険が迫る特定空き家に認定した建物を２件、強制的に撤去す

る行政代執行をやりましたというような記事も載っておりました。 

そうならんうちに、やはり計画的に所有者等にお願いする中で、少しでも環

境の良い地域になるように、また町のご尽力をお願いしまして、一般質問を終

わりたいと思います。 
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○議長（岩口友雄君） ここで休憩といたします。 

再開を 10時 30分といたします。 

 

休 憩  午前  時  分 

再 開  午前１０時３０分 

 

○議長（岩口友雄君） 再開いたします。 

 

◇ 通告３番 市川信幸（13 番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） 13番、市川信幸議員。 

○１３番（市川信幸君） 13番、市川信幸です。 

通告に従い、質問させていただきます。 

本日は、教職員の時間外勤務についてと古城管理を今後どうするかについて、

質問させていただきます。 

（１）最近、働き方改革や過労死が話題となっております。 

そこで、先日某新聞を見ていたら、10 月初旬の記事ですが、県の公立小中

学校及び特別支援学校に勤務する教職員の１カ月の残業時間が平均 80.26、い

わゆる 80 時間 26 分でした。３年連続で過労死ラインの 80 時間を超えたこと

が、県教職員組合の調査でわかったと報じられていました。 

そこでお聞きします。高森町の小中学校３校の実態はどうか。最近の３カ月

の実績を教えていただきたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 一項目目の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） それでははじめに、３校の時間外勤務の実態

について、お答えいたします。 

南小と中学校でありますが、９月から 11 月の状況ですが、50 時間から 70

時間の間ということになります。北小は、「公立学校の教師の勤務時間の上限

に関するガイドライン」、これは平成 31 年度に文科省からガイドラインが出さ

れているものですが、そこに示されました 45 時間以内に収まっております。

ここ３カ月間の中で時間外勤務が多かった月の状況を見ますと、運動会や文化

祭その他の行事への対応によるものと考えられます。 

なお、ご指摘の 80 時間を超えた勤務につきましては、南小と中学それぞれ
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数名ずつの教員が該当しているという状況でありました。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） 教職員組合のデータには、管理職といわれる教頭や校長の

実績は入っていないかと思います。管理職の実態はどうだったか、お聞きしま

す。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 管理職につきましては、特に教頭の時間外勤

務が多くなっております。北小と中学につきましては、ここ３カ月間を通じま

して 50 時間から 70 時間ということ。しかし、南小につきましては、３カ月と

も 100 時間を超えているという状況となっております。これは、授業が行われ

ている間は、児童生徒の状況把握や学校管理などがあります。放課後は、会議

のほか職員からの相談や、その対応、指導などがありまして、自分の事務処理

はどうしても夜になってしまうという現状があるからだと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） 私が小中学校の頃は 50 人、60 年ほど前になりますかね、

学校の先生というのは、テストなんかすると、私たちの頃は 50 人近い生徒が

おりましたので、テストなんかすると、その集計だけでもかなり時間がかかっ

ていたというのが頭の中に入っております。 

今回、県教委の方から、県職の中から出されたデータは、80 時間を超えて

いるというのは、家へ持ち帰った時間、それから昼休みも忙しくて対応した時

間、そういうのを全部諸々で入ってというデータになっているそうです。した

がって、正式に登録された時間ではないということです。 

今後、これについても検討していかなきゃいけないことかなあと思っており

ます。 

次へいきます。 

②番、時間外勤務の管理は誰が行っているのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 学校教育法の中ですが、「校長は校務をつか
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さどり、所属職員を監督する」とございます。授業開始や終了時刻、臨時休業

の決定、職員会などの会議の開会、終了などのほか、職員の年休や勤務の振替、

割振りも校長が行い管理しております。 

ただ、業務改善を進めていくために、管理職も含めたすべての教職員の勤務

時間管理は、服務監督権者であります教育委員会の責務だと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） ③番に入ります。 

県庁で記者会見した県教組は、「今、学校は大ピンチだ」と訴えて、正規職

員の増加や業務量の削減を訴えております。 

このような状況に高森町はあるのか、いま現在聞いてみると、かなり数字が

多いようですが、そんな状況になったとき、高森町単独でできることがあるの

か、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 平成 29 年に中央教育審議会から出された「新しい時代の

教育に向けた持続可能な学校指導、運営体制の構築のための学校における働き

方改革に関する総合的な方策について（中間まとめ）」におきまして、学校、

教頭が担う業務の明確化、適正化として、これまで学校、教師が担ってきた代

表的な業務のあり方に関する考え方により、教師以外でも担える業務として３

項目が示されました。１つは、登下校対応や学校徴収金の徴収、管理は、基本

的には学校以外が担うべき業務としました。２つ目、調査統計等への回答や部

活動などは学校の業務だが、必ずしも教師が担う必要のない業務としました。

３点目、給食時の対応や支援が必要な児童生徒、家庭への対応などは、教師の

業務だが、負担軽減が可能な業務として分類しました。 

高森町では、給食費に関する事務をいち早く学校から切り離すなどしてきま

したが、さらに現在は、学校集金システムの導入、留守番電話の設置、お便り

や学校からの通知や成績処理の簡素化、英語検定などの外部移行などについて

研究を進めています。こうして、教師の業務の軽減とともに、教師が担わなく

てもよい業務を学校から切り離すことを検討中です。 

今後は、システムの導入で予算措置が必要になると思います。 

もう一点、率直に申し上げますと、保護者あるいは町民の皆さまに、教員の
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働き方改革についてご理解をいただきたいというのが、学校の一番の願いであ

ります。夜遅くまで時間外労働をしても、教員には手当が出ません。いわばサ

ービスで行っていることをまずご理解ください。 

保護者からの相談依頼のほとんどが時間外です。保護者からは、「仕事があ

るので夕方６時から懇談をお願いします。」などと求められますが、勤務時間

外だからお断りすることは、勤務時間外だからとお断りすることはありません。 

また、参観日や学級懇談はあらかじめ年間計画に位置づけられているもので

すが、そこにも出席せずに、「学校の様子がわからない。もっとお便りを出し

てほしい。」などの苦情を寄せるケースもあります。子どもの安全確保と教員

の働き方改革のために、昇降口の鍵を開ける時間を 15 分遅くしました。する

と、「子どもを送る時間が遅くなり、出勤に間に合わない。」と苦情が寄せられ

ました。 

ご質問の中で引用された新聞記事には、勤務上のストレス要因として「教材

研究が勤務時間内にできない。」というものが掲載されています。会議のない

日でも、子どもが帰ってから家庭との連絡や家庭訪問を行い、必要な事務を行

い、勤務時間は過ぎてしまうのが現状です。 

一方、「教師の働き方改革で最も大変なことは何か」と問うと、多くの職員

が「保護者対応」と答えるような状況もあります。もちろん学校側が改善すべ

き点も多くありますが、こうした実態もご理解いただき、教員がのびのびと職

務に専念し、そうした環境の中で子どもたちが育つよう、教員の働き方改革に

ついて、ご理解をいただければ幸いに思います。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） ④番にいきます。 

教育委員会が町にはあると思いますが、現状を、このような先生の働き方に

ついての現状を把握されておるのでしょうか。職員の業務量を把握する必要は

ないのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 地方教育行政の組織及び運営に関する法律に、

「市町村委員会は、県費負担教職員の服務を監督する。」とあります。教育委

員会には、教職員の勤務実態について把握する責任があると認識しております。 

学校ではタイムカードを使いまして、毎日の勤務実態がわかるようになって
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おり、毎月、教頭が集計をしています。そして、年２回ですが、教育委員会経

由で県にも報告を行うようになっております。 

その他、毎月の校長会ですが、職員の健康や勤務状況について、必ず各校長

が話題に出し、把握するようにしております。 

時間外勤務についても、毎回ではありませんが、情報交換をしております。

例えば、中学ですが、定時退勤日を週１回設けております。会議の縮減なども

合わせて行い、昨年の実績と比べますと、時間外の勤務は数時間少なくなって

いるという結果が出ております。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） ⑤番に入ります。 

事業主と労働者には、国で 36協定を締結するように決められております。 

高森町の小中学校の事業主と労働者の組織は誰か、お聞きいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 各学校の学校長と学校職員の代表者、たぶん

公文書では職学長という名前になるかと思いますが、協定の締結をしておりま

す。 

なお、毎年年度末になりますが、県教育委員会からも、「市町村が所管する

学校において、学校と学校の代表者が 36 協定等を確実に締結されるように配

慮せよ」という内容の通知があり、当町でもこれに基づいて進めております。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） ⑥番に入ります。 

36 協定を締結するにあたって、特別なことがない限り、週 45 時間、年 360

時間を超えることはできないと謳っております。 

高森町ではいま現在、教員の補充の必要はないのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 時間外勤務については、その原因については簡単に特定で

きないのが正直なところであります。実際に、業務が人員数と比較して過多の

状態なのか、人員配置や異動などの問題なのか、この部分は大変難しいところ

です。 

単純に人員の問題であれば、今の配置基準を、まずは国や県で見直すことが



 - 25 -   

必要かと考えます。 

一方で、人員配置や異動などの問題であれば、ここもまずは人事権を持つ県

が、その部分について改革、改善を行うべきだと考えます。 

教育委員会は、それらの検討や改革の実践がスムーズに行われるよう、学校

の体制を支援してまいります。 

なお、高森町では、超勤解消のためというより、子どもたちの様子から町費

の講師を配置をしているところであります。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） 今、補充をしているという話ですけれども、それでも前に

報告されたような超過勤務がされております。やはり町の小中学校ですので、

町として積極的に支援をしていただきたいということです。 

⑦番ですけれども、教員業務支援員は、７学級以上の学校に１名とされてお

るかと思います。時間外業務の結果によっては、町として増やせないのか。北

小学校は６クラスであるかと思いますが、教員業務支援員は配置できないのか

どうか。７クラスあって配置されていれば結構ですけれども、そこら辺の回答

をお願いします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 令和２年度の事案になるんですけれども、新型コロナウイ

ルス感染対策として、スクールサポート、スクールサポートスタッフという名

称で配置した経過がございます。費用は、当時は県費で対応しております。 

なお、現在は、この特別配置は終了をしています。 

この点については、毎年、議会の皆さまにも、北部ブロックの議会がまとま

って、教員業務支援員の増員について、国、県に要請活動を行っていただいて

おりまして、引き続きご協力をお願いいたします。 

一方、当町では、複数の学校の事務職員が週一程度一つの学校に集まり、複

数の事務業務を共同で行う共同学校事務室という制度を導入しています。これ

に基づき、中学校では、事務の先生が県費で２人配置されています。町では、

このような制度を活用して、学校事務全体の効率化を進めています。 

なお、当町においては、学校全体の働き方改革を支援という意味も含めて、

授業にティームティーチングで入る学習支援員を、南小では低学年を中心に７

名、北小では２名を町単独費用で配置をしております。このように学校現場へ
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の手厚い支援については、高森町はいち早く整備してきた経過がございます。 

今後も、教員業務や学習への支援などの必要性に応じて対応してまいります。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） 最初に言ったように、働き方改革も含めてこういうことと

いうのは、何か事故があったときに、必ずこういうところというのは、町の方

にやはり問題があるんではないかということが責められることにもなるかと思

います。よそで働く先生たちが、高森町の学校へ行って働きたいと、人間らし

い生活ができる、だから高森町の小中学校へ行きたいというような要望が出る

くらいに、町として頑張っていただきたいと思いますので、よろしくお願いし

ます。 

次に、古城管理について、お聞きします。 

（２）番、公園管理においては、町で管理してくれております。しかし、吉

田古城や松岡城址には愛護会があり、除草等の草刈りは、吉田古城では愛護会

が行っております。特に吉田古城は、面積も広く、年３回の草刈りが大変にな

ってきております。吉田古城桜と呼んでいた桜の木も、高森桜と改名されまし

た。古城の入り口には、「高森町史跡吉田古城、文化財を大切に」とも書かれ

ております。 

高森町の文化財は、本来、高森町管理にお願いできないでしょうか、お聞き

します。 

○議長（岩口友雄君） 二項目目の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 国・県・町の文化財については、その中には

実は私有物もございます。基本は、その所有者の方が管理をするということに

なります。 

なお、吉田古城の一部、土地の一部ですが、これは町のものになっておりま

すので、町で管理を行い、その管理責任も町となります。 

なお、その管理の方法についてですが、現在は、議員のご指摘のとおり、吉

田城址愛護会の皆さまへ委託しているという状況になっております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） もちろん今までどおり愛護会も参加しますが、今は愛護会

だけでなく、吉田区の総務委員会にも応援をいただいております。管理で一番
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大変なことは草刈りです。近くには本城もあり、南に行くと南城もあります。

愛護会で一番若いのが私です。大変だと思いませんか。 

何とか町の支援をお願いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 松岡城址でも、愛護会の皆さまに草刈等の管

理委託をしておりますが、大規模な草刈りに関しては、町から業者さまの方へ

委託をしております。 

吉田城址は、松岡城址と同等の史跡であるため、愛護会や地域の皆さまでは

困難な草刈りを業者の皆さまへ委託するということも必要と考えます。松岡城

址での実施状況を参考に、吉田城址愛護会の皆さまにもご相談をさせていただ

ければと思っております。 

なお、今年度から吉田城址で開催された「桜まつり」をはじめ、地域の皆さ

まに親しんで活用してもらうことが文化財保存では重要となっております。保

存活用には、引き続き地域の皆さまのご協力をお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） ありがとうございます。吉田古城愛護会の方からも、この

ような要望が出されましたので、ぜひともお願いしたいと思います。 

②番、最後へいきます。 

高森町には、不動滝や古いお寺、ゴルフ場、松岡城址を含むいくつかの古城

跡、また吉田には、町指定の竹ノ内住宅もあります。確かに１箇所だけでは人

を集めることは難しいと思います。今後できるサッカー場、川辺ステーション

も含め、複合的な観光開発ができないか、そのためにこれらを総合的に管理す

る部署が必要ではないかと思いますが、いかがでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ありがとうございます。 

単独の魅力で観光客を引きつけることは難しくても、それらの各施設を組み

合わせて、体験やガイドによる付加価値を付けるなどで観光資源とすることは

考え得ることだと思います。 

今後、整備予定の挙げていただきましたサッカー場やクラブハウス、「ＭＩ

ＺＢＥステーション」をはじめ、既存の文化財や商業施設、レジャー施設を複
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合的につなぐことで、観光施設として活用していくことを、まさに本年度から

実質化しました観光協会と連携して進めてまいりたいと考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 市川議員。 

○１３番（市川信幸君） これで私の一般質問を終了させていただきたいと思います。 

 

◇ 通告４番 佐々木 昌（６番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ６番、佐々木 昌議員。 

○６番（佐々木 昌君） ６番、佐々木 昌です。 

一般通告に、質問通告に基づいて質問したいのでお願いいたします。 

質問事項は、有害鳥獣対策の現状であります。 

（１）番に入ります。 

最近のサル、クマ、イノシシ、シカ、カラス、スズメ、ハトによる農作物被

害金額及び獣類、鳥類ごとの被害の実態について、お伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 一項目目の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それでは、お答えをいたします。 

令和３年度、４年度の被害状況調査を比較してみますと、その要因となりま

した有害鳥獣ごとの被害額といったものには、大きな、大きな変化は見られて

いないところでございます。 

ただ、報告されてくる被害金額については、総額で 419 万３千円から 313 万

円と減少はしておりますけれども、これは、報告年次に対して前年度の実績を

報告しているためということで、所管の係の実感では、令和４年度の実際の被

害相談というものは多くなっており、被害額も増加しているのではないかと推

察されます。サルの被害が段丘林周辺に拡がってきていること、それからカラ

スの被害が、カラスは繁殖がうまくいく年といかない年とあるようですけれど

も、繁殖がうまくいった場合には、被害がどうしても大きくなるといったこと

から、報告額が上がっているといった状況でございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） 補足質問をお願いいたします。 

私のデータの基にしたのは、ホームページの有害鳥獣被害防止計画というこ
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とで、これは平成 28 年度の計画でございますが、この計画は３年ごとに更新

させるということになっています。今の最近の状況について、被害をお伺いし

ましたが、これを見ますというと、最近も私のところに報告があった中でちょ

っと注目するのは、シカ、シカによってかなりリンゴの芽がやられてしまって

いるという報告があります。また、この 28 年に立てた計画を見ても、やっぱ

りシカの被害が一番日本の 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員、補足質問ですので、野沢課長の答弁に対しての 

○６番（佐々木 昌君） そうです。 

○議長（岩口友雄君） 今そのようなことは野沢課長が言いましたか。 

その資料は、野沢課長が出した資料ですか。 

○６番（佐々木 昌君） いや、ホームページです。 

○議長（岩口友雄君） 違いますよね。補足質問として受け付けませんので、次の質

問にいってください。 

○６番（佐々木 昌君） はい。 

それでは、次の質問ですが、それじゃあ①に入ります。 

有害鳥獣の生態分布状況と最近の傾向はどうかということで、お願いいたし

ます。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） それでは、有害鳥獣、現在最たるものとして挙げられま

すのは、サルになるかと思いますけれども、従来は山間部から群れが下りてき

て、一定期間、里の方に滞在はしますけれども、中下段、山間部から下りてき

たものが被害をなしているという状況でございましたが、現在は、完全にその

中下段の段丘林に生息して、その段丘林外に沿って、南北といいますか、横に

移動する群れが発生しているというふうに推定をされております。 

また、先ほどシカの被害についても触れていただきましたけれども、イノシ

シやシカについては、有害鳥獣防護柵の電気柵を設置した効果は引き続きある

ものとは考えておりますが、一定程度の山間部にとどめていることはできてい

るというふうに考えております。 

ただ、ただいま触れかけていただきましたけれども、シカについては、やや

被害が増加しているということで、若干その扉が開いているときですとか、川

筋から沿って下から上がってくるといったものもあるようでして、そういった
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ものへも注意を向けていかなければいけないのかなというふうに考えておりま

す。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） それでは、②番に移ります。 

クマの目撃状況、捕獲状況について、これも今年のホームページを見ますと、

昨年からと書いてありますが、実際には５年の６月 15 日から９月までが、こ

れ調査期間ということであります。それから今年、新聞等で報道されたクマの

出てくる状況が 11 月頃までありましたけれども、高森町では、それ以後のク

マの目撃情報というのはありますか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ちょっとただいまご質問いただきました時期と前後して

ということは、比較できませんので、現在までに確認された今年度の実数とし

て、答弁とさせていただきたいと思います。 

まず、目撃情報ですけれども、これは６件、それから行動の痕跡、そのクマ

の活動した痕跡などの報告が２件、それから錯誤を含みます捕獲が８頭、あと

被害としまして、養蜂のミツバチの巣箱を被害に遭ったといった報告が１件と

いった状況でございます。 

10 月以降につきましては、今のところそういった情報はいただいてないと

ころを答弁とさせていただきます。お願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） （２）番に移ります。 

駆逐対策の実施状況、効果及び課題について、お伺いします。 

駆逐対策として、煙火花火、アニマルＰ、ヒトデパウダー、唐辛子エキス、

その他駆逐用品の町としての斡旋状況及び使用状況と効果はどうでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 二項目目の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） いくつかの用品につきまして、ご指摘をいただきました

けれども、現在のところは、一応安全講習を受講していただいた皆さまに、追

い払い用の煙火花火を配布しているところでございます。これらの中には、継

続して行っていたところ、寄り付かなくなった、サルが寄り付かなくなったと
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いったようなお声もいただいておりまして、一定程度の効果はつながっている

のではないかというふうに考えております。 

また、アニマルＰとして挙げていただきました、試行したのはオオカミのも

のですけれども、こういったものも試行はさせていただいておりますが、まだ

実証の確証までは至っておらず、斡旋といったところは行っておらないところ

でございます。 

いずれにしましても、ご指摘いただきました用品も参考とさせていただきな

がら、検討はしてまいりたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ①番に移ります。 

防護柵の設置状況、クマ捕獲用ドラム缶、その他のわなの増加数及びその効

果について、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 町単によります新たな防護柵の設置は、実績としてはご

ざいませんけれども、既に設置されております有害鳥獣の電気柵の電牧器、変

圧器というんでしょうか、電牧器の更新を本年度より進めているところでござ

います。また、ドラム缶わなにつきましては３基を追加し、計８基を既に各地

で設置をしており、先ほどご報告しましたような捕獲の実績にもつながってい

るところです。 

それから、くくりわなにつきましても 40 基を更新をいたしまして、各駆除

班で設置をして見回りをしていただいておるということで、対策にあたってい

ただいているところでございます。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） ②番です。 

人や農作物への被害を軽減するための地区協議会の活動状況、それからオウ

ンジャーの活動状況と、今後の有害鳥獣駆逐活動にあたっての課題を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 各地区に設けられました協議会につきましては、電気柵

の点検やその保全のための前後の草刈りなど、維持管理にあたっていただいて
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おるところであります。 

また、山吹区につきましては、被害の地区だけ、被害の生じた地区だけでは

なくて、その区内全体で共同して追い払いにあたるなど、協議会の中で検討さ

れているというふうに伺っております。 

オウンジャーの実績でありますが、本年は 100 名を超える方にご登録をいた

だいており、それぞれの圃場、生活の場で追い払いを行っていただいておると

いう状況です。 

また、去る 11 月の末ですけれども、先ほどの動物駆逐用の花火の講習会を

改めて行い、安全の徹底にも周知をさせていただいたところでございます。 

一方、課題として挙げられますのは、先ほどのシカなどは一定程度電気柵で

防げているのかなというふうに考えておりますが、サルについては、段丘林に

定着してもう山には戻らないという群が生じているところです。これらは追い

払っても、またその段丘を横に動いていくというだけになってしまいますので、

これらについては、群れ全体を捕獲するようなわな、檻ですね、檻を設置させ

ていただくように、現在準備を進めておるところです。 

さらに、有害鳥獣駆除にあたっていただくその駆除班の中核となります猟友

会の皆さまの高齢化が進んでいるといったことも、課題として懸念していると

ころでございます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） （３）番に移ります。 

クマをはじめとする野生獣類と人のすみ分け対策について、お伺いします。 

リーフレットには、対策の一つにつながる森林の整備が大事なこととして挙

げられていますが、その進捗状況を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 特に本年は、クマが人里まで下りてくる要因として、気

象条件によるその餌が山間部に少ないのではないかといったことが挙げられて

おります。 

これまで、町では、植樹祭など町有林の植樹などの際には、積極的に広葉樹

などを選択しながら植樹をさせてきていただいておるところであります。 

また、本年度は、先ほどの緩衝帯といった面では、山吹上地区でその緩衝帯
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の整備をまず始めたいということで、現在、地権者の方、また地域の皆さまと

協議をさせていただいておるところでございます。よろしくお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 佐々木議員。 

○６番（佐々木 昌君） これで私の一般質問は終わりますが、最後に、先ほどちょ

っと言いかけて止められたやつですけれど、被害防止計画が３年に更新すると

いうふうになっておりますので、また新しい被害防止計画の実現をお願いする

わけでございます。それと、継続的にやっぱりこの対策で、非常に農家にとっ

てはほんとに大事な対策なので、引き続きまた新しい対策を継続してお願いし

たいということを申し上げながら、私の一般質問を終わります。 

 

◇ 通告５番 木下啓爾（８番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ８番、木下啓爾議員。 

○８番（木下啓爾君） ８番、木下啓爾です。 

これから、高森町のカーボンニュートラルへの取り組みについて、質問を展

開してまいります。 

カーボンゼロの取り組みとしては、高森議会では 2021 年３月、2050 年まで

に高森町の二酸化炭素排出実質ゼロを目指す「長野県高森町ゼロカーボンシテ

ィ宣言」を、町と共同で表明をいたしました。 

さらに、令和４年９月の議会において、町民である高森町再エネ導入戦略等

検討委員会並びにみらいの高森をつくる会から出されました、ゼロカーボン総

合案内コンソーシアム設置に関する請願を採択し、議会としての意見書を町長

に提出をいたしました。 

この間、町では、2022 年３月に、カーボンニュートラルアクションプラン

を発表しています。町のホームページによると、その計画期間は令和４年度か

ら令和 12 年度までの９年間、二酸化炭素の削減目標は、実質排出量を 2030 年

までに 51％、2050 年までに 100％削減するというものです。そして、その実

現のため、再生可能エネルギーの導入、２つ目は、省エネルギー対策、３つ目

は、森林吸収対策を３本に据えています。 

そこで、項目１の質問ですが、その策定から１年半が過ぎました。単年度ご

との計画がわかりませんので、カーボンニュートラルのこれまでの取り組みに

ついて、その進捗状況をお聞きいたします。 

○議長（岩口友雄君） 一項目目の答弁を求めます。 
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壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 経過については、今ご説明をいただいたとおりです。 

令和４年７月には、ゼロカーボン学習会として、2025 年カーボンニュート

ラルアクションプラン、これを町民の皆さんにご周知をさせていただいて、そ

れ以降、講演会であったりとか、体験学習会を開催しております。 

また、令和４年度中は、環境省の脱炭素、再エネ推進交付金事業に申し込み

を行いまして、今年度、交付金事業に選定されたということから、本格的に公

共施設の取り組みを始めたのは今年度からということになります。 

中央公民館、それから中学校の体育館の照明のＬＥＤ化による消費電力の削

減、また、町民体育館の屋根に太陽光パネルの設置、役場庁舎、福祉センター、

中央公民館、町民体育館の電気を、その太陽光パネルで賄うという再生可能エ

ネルギーの導入を行います。 

また、中央公民館前に電気自動車の急速充電器を整備しまして、電気自動車

の普及促進に取り組んでいるということです。 

そのほか交付金対象事業以外でも、下水道の管理用の公用車を電気自動車に

更新した。それから、大島川での小水力発電の可能性調査を開始しているとい

うような状況であります。 

啓発活動としては、今年度は下伊那北部５町村や、それから長野県と協力し

て、役場職員や一般、親子向けのゼロカーボン学習会を６回ほど開催させてい

ただきまして、ホームページ等では町民目線の情報発信を開始をさせていただ

いております。 

また、組織的にゼロカーボンを推進するために、町民、事業者、専門家が総

合的な情報提供や意見交換の場づくりを目的として、「高森町カーボンニュー

トラル推進連絡協議会」を立ち上げたということであります。 

このように計画の実現に向けては、今のところ順調に進捗していると、加速

度を高めていると、そのような受け止めをしているというところであります。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 今お話をいただいたものは、議会の中でもご説明をいただき、

いくつかのイベントには参加をさせていただいて、様子を見てまいりました。

町長自らが力強いお言葉で、順調に進んでいるよというお答えでした。 

これから展開します私の質問が、そのことと多少視点が違っているかもしれ
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ませんが、お聞きをいただきたいと思います。 

①の質問ですが、半年、１年半ぐらい経過しているカーボンニュートラルア

クションプランへの取り組みから、令和６年度に向けて歩み出すについて、

2030 年までに、2013 年を基準にして 51％を削減すると明言をしております目

標は、正直なところ、達成できそうなのかどうか。もし数値での見通しが立て

れば、立っていれば、その点についてお聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） それでは、私の方から答弁をさせていただきます。 

まず、計画の基準となります、2013 年における当町の二酸化炭素排出量は

７万 7,300 トンとなっております。2030 年の目標は、2013 年と比較いたしま

して 51％削減となりますので、３万 8,200 トンまで削減することを目指して

おります。 

環境省より毎年、高森町から排出される二酸化炭素の量が発表されておりま

す。今年度発表されました最新の数値は 2020 年時点になりますけれども、排

出量は６万 4,100 トンでございました。７年間で１万 3,200 トン削減、17.1％

を削減しております。 

2030 年度までの残りの間、２万 5,900 トンの二酸化炭素を削減する必要が

ありますけれども、今年度からカーボンニュートラル実現に向けた取り組みを

本格化させていることや、今年度、長野県が調査し発表されました住宅用太陽

光発電設備の導入率では、高森町は県内 77 市町村中３位と発表されるなど、

これまでの取り組みの成果が数値となって表れてきております。 

以上のような状況から、目標の達成は概ね可能であると考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 町長に続いて、力強い回答でありました。 

私のとらえが多少違っているかもしれません。今後の質問につきまして、木

下、それは違うぞというところがあるかもしれませんが、ご勘弁ください。 

②の質問なんですが、51％の削減ができるか、できないかは、目標が明確に

なっているから判断できる。その意味で、中期目標の残り７年間、年度ごとの

短期目標が必要と考えますが、いかがでしょうか。 

今の林課長の答弁をお聞きすると、目標がいくつだから何％できたよじゃな
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くて、目標結果として何％よというようなお答えでありましたので、ここは年

度ごとの短期目標が必要と考えるか、考えるけれども、その点についてどうか

という点をお答えください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 目標につきましては、まちづくりプラン施策Ｈ-１

「今より優しい生活」未来へつなぐ自然環境におきまして、年度ごと発表され

る二酸化炭素排出量を確認し、取り組みを評価しております。 

計画につきましては、2025 年カーボンニュートラルアクションプラン策定

時におきまして、ロードマップを作成し、2030 年までの年次計画は策定され

ております。 

また、脱炭素、再エネ推進交付金事業の申請におきまして、時期、期間は異

なりますけれども、主にハード事業についての計画を示しております。 

しかし、カーボンニュートラルの実現に向けては多額な費用が必要となりま

す。財政状況、交付金の採択内容等を考慮しながら、単年度単位での計画内容

の見直しは必要であると考えております。 

今後は、年度ごと、年度初めに、広報、それからホームページなどで事業計

画を示したいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） まちづくりプランでの数値目標に基づいてご回答をいただき

ました。 

それでは次は、取り組みに関わる進め方ですが、10 月 28 日・29 日にエス・

バードで、南信州環境メッセが開かれました。その基調講演は、ラウパッハ・

スミヤ・ヨーク氏、立命館大学の教授であられますが、地域連携を軸にしてい

る脱炭素経営というお話でございました。その中で、ラウパッハ氏は、今後の

脱炭素社会を実現するためには、企業、行政、地域の連携が不可欠であるとお

話をされておりました。全くそのとおりであると私は思います。 

そこで、２の質問でございます。 

カーボンニュートラルアクションプランの第５章、中長期的な脱炭素シナリ

オ及び将来ビジョンの（１）脱炭素シナリオの意義及び将来ビジョンには、

2050 年のゼロカーボンを達成するために、町民と事業者、町が一体となり、

１つ目は、再エネの最大減導入及び省エネ対策、２つ目は、森林吸収対策、３
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つ目は、普及対策に取り組みＣＯ２排出量を大幅に削減していくと記されてお

ります。これらの項目について、現時点での町民と事業者、町が一体となりの

進捗状況について、お聞かせください。 

○議長（岩口友雄君） 二項目目の答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） カーボンニュートラルを実現するには、行政だけで

はなく、町民や事業者が一体となり、自分事として取り組むことが大切になり

ます。 

今年度発足させていただきました、高森町カーボンニュートラル推進連絡協

議会は、町民、事業者、専門家などで構成されておりまして、自らが応募した

大学生や高校生なども参加しております。 

今月の 12 月 18 日ですけれども、第２回の協議会を開催させていただく予定

です。そこでは、自分たちにできるゼロカーボンの取り組みや、どうすれば取

り組みを広げていけるのか、また、親子向け学習会の手法についてなど、具体

的な活動につなげるための話し合いをする予定でございます。 

さまざまな立場の委員が持つ発想を出し合うことで、一体感が生まれること

を意識して協議を行ってまいります。 

また、話し合いの結果は、町の取り組みに活かすほか、広報、ホームページ

などで町民の皆さまに周知するとともに、それぞれの組織や若い年代層へ情報

が広がることを期待しております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） これから①の質問ですが、この項目では、事業者のカーボン

ニュートラルへの取り組みについて、お聞きをします。 

高森町だけではなく、国中の事業者、中小事業者も含めて、商業者も含め、

私は非常に難しい課題があるというふうに考えております。なぜならば、事業

者側のカーボンニュートラルには多額の費用がかかる。多額と考えるか、そん

な大したことないと考えるかは別にしても、費用がかかるわけでございます。

企業の価値を高めるためには、現在はカーボンニュートラルへの取り組みが不

可欠な時代になってきています。あらゆるメディアで取り上げられているよう

に、世界中の大企業や先進企業は、カーボンニュートラルへの取り組みを売り

にして、企業価値を高める戦略を進めております。 

しかし、資金力の乏しい小中の企業や商店では、わかっているんだけどでき
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ないよ、お金がないよというのが現状ではないでしょうか。カーボンニュート

ラルへの取り組みには多くの資金が必要になるからです。 

そこで、町民と事業者と町に関わり、事業者のカーボンニュートラルへの取

り組みを、高森町ではどう評価されておるのか、お聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） それでは、近年では、社屋の屋根に太陽光パネルを

載せて電気を自家消費する業者が増えてまいりました。町でも、令和３年、４

年、５年と補助金を交付させていただいております。 

また、社用車に電気自動車を導入する際の町の補助制度についての問い合わ

せも増えてまいっているのが現状でございます。 

一方、高森町商工会では、数年前から、プロジェクトチャレンジに取り組ん

できております。整理整頓をしたり無駄をなくしたりすることで、業務の効率

を上げることを目的としていますけれども、このことは、地球温暖化につなが

る大切な取り組みであり、今後の活動に展開する基盤になると考えております。

商工会からも、先ほど申し上げました高森町カーボンニュートラル推進連絡協

議会に複数の委員の方が参加されていますので、商工会内での組織内での情報

の発信や横展開に期待をしているところでございます。 

ただし、環境に良いとわかっていましても、多額の費用が必要になる設備の

購入が、簡単にはできないという声も聞いております。 

来年度からは、国の交付金を活用いたしまして、太陽光発電設備や蓄電池、

電気自動車の導入等を町として支援する計画をしております。今まで以上に取

り組みが進むよう、事業者と協力して実施をしてまいりたいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ありがとうございました。 

最終目標年度の 2050 年にはまだまだ日があって、26 年から 27 年ぐらいあ

るわけですけれども、それまで待てなくても、一般企業、中小企業も、カーボ

ンニュートラルへの取り組みが経営の中の中核に座ってくるだろうと予想され

ます。費用の問題もありますが、2030 年の頃には意識がそっちへ向いてくる

のかなあというふうには思いますが、それを待っていたのでは遅いのではない

かなと私は思います。 

そこで、先ほど（２）の項目でお聞きしました一体となるということは、具
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体的に何をするのかを明確にすることではないかなと、今お話のありましたカ

ーボンニュートラルの推進連絡協議会、私も属させていただいて、第１回目に

出させていただきました。 

今お話のありましたように、関係ある皆さんにお集まりをいただいて、お知

恵を拝借し、今後の高森町のカーボンゼロに向けての取り組みをお聞きをして

いくということなので、非常に効果が上がるだろうなと思っておりますが、そ

れだけでもなくて、例えば、国や県の補助金だけでなく、高森独自の補助金制

度がありますが、その増額を検討するとか、それから商工会さまと一緒に、商

工会会員さまを相手にした講演会、勉強会を開催するとかというようなことも

必要になるのではないかと思います。 

関連事項の２に移ります。 

先ほどの一体となるに関わって、今度は町民との関わりですが、些細なこと

なんですけれども、ゴミの集積所に行きますと、まだまだ紙がいっぱい詰まっ

ている袋がございます。 

今お話では、太陽光発電がだいぶ普及してきたとおっしゃいますが、個人宅

での太陽光発電は、新築家屋に限られた場合が多くて、自分の家で今まで住ん

でいた家に太陽光を上げる家はあんまりその数は多くないだろうと、まして、

電気自動車の導入にしては、なかなか進んでいないんじゃないかなというふう

に私は感じております。 

町民の意識がカーボンニュートラルへの方向には向いていないと私は見るの

ですが、②の質問、その点、いかがでしょうか。お願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） まず、全体のところを少しお話をさせていただきたいと思い

ますけれども、まず、意識づけという意味で考えると、高森町から出される例

えばゴミであったりとか、そういったものというのは、これまでもカーボンニ

ュートラルを言う前から、きちんと分別をするであったりとか、そういったよ

うなところ、リサイクルであったりとか、そういったところは非常に進んでい

るというふうに私は考えております。 

ですので、そういったカーボンニュートラルというところを意識しなくても、

それに取り組んでいる人たちというのは、実は結構たくさんいるのかなと思い

ますし、ゴミゼロ運動とかをやっていても、数年前と比較すると、出てくるゴ
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ミの量はすごく減っていますので、なので、いろいろな意識は町民の皆さんに

根付いているのかなというのは感じています。 

ただ、数年前までの地球温暖化ということで考えると、数年前から今と比較

すると、地球規模で起きていることが非常に大きくて、影響を身近に感じやす

いというのはあるのかなと思います。それは例えば、雨であったりとか、異常

気象であったりとか、そういったところで非常に体感的に二酸化炭素の量が多

くなってきて、暑い日が多くなってくるというのは、町民の皆さんも感じてい

ると思いますし、いろいろな報道番組やなんかを観ても、それを扱うものが多

いので、それなりに、自分が行動しているかどうかは別問題として、必要だと

いう認識は持たれていると思っています。 

ですので、あとは、それに対して地球温暖化をどう理解して、それに取り組

むのかということはあるんですけれども、理解することはできてもなかなか、

取り組みが必要だというのはわかるんだけれども、何をしたらいいのかわから

ないというような声が聞かれるということもあるので、広報たかもりに「ゼロ

カーボンたかもり」のコーナーを設けて連載をして、啓発を続けておったりと

か、町民が身近で親しみのある情報を得られるようにするため、主に子育て世

代の女性が在宅で取り組む組織、エニージョブというところに情報発信を委託

しまして、消費者目線で見て関心を持った知識や実践した取り組み、これを町

のホームページやＬＩＮＥ、Ｘ等を使っていま発信をしているというところも

あります。 

なかなか認識がうまく合わないというところはあるかもしれないですけれど

も、補助制度を準備したから補助金を使っていただくというような取り組みだ

と、なかなかやっぱり進まないというところもあるかと思うので、なので、や

はり自分事として考えていきながら、いろいろな取り組みが進んでいくような

形というところも含めて、今後もいろいろな広報活動をして、町民の皆さまに

知っていただくということしかないのかなあと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ただいま町長のお話にありました、状況はよくわかっていて、

必要性もよくわかっているけれども、自分の行動には直接つながらないよ、そ

れが一つ課題だと、私はまだまだ町民への周知と啓発が必要だと考えるのは、

そこなんです。わかっているけれどやらない、自分自身も多分やってない部分
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があって、ゼロカーボンに向けて最大限生活をしているかというと、そうでも

なくて、正直申しまして、先ほどから何度も言っておりますカーボンニュート

ラルアクションプランというのを読んでみても、なかなかわかりづらい。で、

いま言った、町長の言われた自分事として取り組むように、知識としてはある

んだけれど、行動に移せるための周知や啓発活動が必要ではないかなあという

ことで、アクションプランの解説版の配布だとか、それから小中学校での出前

授業、出前授業というのはなかなか授業は難しいので、講話をするとか、そう

いうところも考えられるけれどもどうでしょうか。 

先ほど出ました 12 月の来週かな、カーボンニュートラルの推進協議会で、

その打開策を考えてきてくださいねという担当係長の方からの連絡をいただき

ました。効果のある取り組みについて、多方面から意見が出されることと思い

ますので、ぜひその点を活用して、町民への周知、啓発、実践に結びつく周知、

啓発をお願いしたいと思います。 

続いて、（３）番の質問です。 

これまで、本年度までの町の取り組みと町民の意識について、お聞きをして

きました。 

そこで、カーボンニュートラルに関わる本年度の町の事業を、2030 年度ま

でのカーボンニュートラルアクションプランの工程から考えたとき、問題点や

課題点はないのか、その点についてお聞きをいたします。 

○議長（岩口友雄君） 三項目目の答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） 二酸化炭素の発生を抑えるための公共施設への再生

可能エネルギーの導入や電力消費量の少ない機器への更新、電気自動車の購入

等には、多額の費用が必要となります。これにつきましては、町民や事業者の

皆さまも導入する際、同じことが言えます。 

ある程度の経済的なメリットがなければ、環境にやさしいという理念をもっ

て設備導入を進めるのは、難しいのが実情です。 

そのほかにも、先ほどの質問にもございましたように、町民が関心を持ち、

意識改革を行い、実際に一歩を踏み出すには、継続した地道な活動が必要とな

ります。 

例えば、昨年度からですけれども、南小学校では６年生、北小学校では４年

生が、年間２時間の地球温暖化防止の授業を取り入れました。グループに分か
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れて、化石燃料を使うとどうなるか、再生可能エネルギーとは何か、私たちに

何ができるかといった事柄を学んでいただいております。 

来年度以降も毎年、授業を実施する予定でおります。高森町で育った人は全

員、地球温暖化を学んでいることで、関心を持つ人が多くなることが期待をさ

れます。ただし、この今の小学生が大人になり、地球温暖化を学んだ世代が多

くなるには、数十年を要することとなります。啓発活動には期間が必要となり

ますけれども、着実に必要な取り組みを重ねてまいりたいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） 推進会議で私が提案しようと思ったことを言われてしまった

のであれですが、ここは意見だけですが、４年生と６年生でやるからいいよじ

ゃだめなんですよ。すべての生徒が年に１回は必ずそのことを耳にして、６年

間、９年間、高森町で育っていくということが、いま言われた子どもたちをつ

くるところへつながっていく。話が長くなっちゃうのでこれでやめておきます

が、次へまいります。 

先ほども話が出ましたが、町のホームページにゼロカーボンたかもりが載っ

ておりました。エニージョブという団体が作ってくれたもので、そこには、こ

うした小さなことを積み重ねていくことで、ゼロカーボンに貢献することがで

きると、６項目だか上がっておりました。今月号は、宅配について書いてあっ

て、「荷物を１回で受け取ろう」のテーマでありました。先ほど町長が言われ

ましたように、町民目線でゼロカーボンにどう取り組むかという項目が、１ペ

ージほどを使って毎月出ております。 

先ほどの質問で、町民の意識はあんまりそっちの方向には向いていないよと

申しましたが、私のとらえが違っていたのかもしれません。もう一度言い直す

と、意識は向いているけれども、実際に動くまでには至っていないというとら

えに訂正をしてまいります。 

さて、（３）の①の質問です。 

高森町では、再エネ導入や省エネへの町民への理解を深める普及活動の、先

ほど町長が言われました下伊那北部町村ゼロカーボン学習会、親子向け、教育

委員会だったかな、違ったかな、ゼロカーボン学習会、車を作って動かそうと

する。いま出ましたあったかもりでの広報活動などがあります。 

それらの効果をどのように評価しているのか。先ほど言いましたように、実

際に自分が動くものとして、ゼロカーボンを認識するためには、非常に良いも
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のなのか。いや、そうでは、私はもうちょっといま一歩だなあというふうに思

うんですが、そこらの評価を町はどう考えておられるのか、お聞きをいたしま

す。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） いくつか学習会等、先ほどから出ております。今年

度、北部町村、それから南信州地域振興局と共同いたしまして、学習会、それ

からエコクッキング、ソーラーカー等の学習会等を実施をさせていただきまし

た。 

職員向けの、役場職員向けの学習会では、約 150名の参加がございました。 

また、親子向けの学習会、そういったものにつきましては、体験しながら楽

しく地球温暖化を学ばさせていただいております。 

たかもり生きものしらべでは、身近な自然の状況を知り、環境を維持するこ

との大切さ等を学んでおります。 

また、一般向けの環境水道課施設見学会におきましては、燃やすごみを処理

する、搬入する稲葉クリーンセンター、それから上下水道施設の見学を行わさ

せていただいておりまして、今までより燃やすごみが、今までより想定以上多

く搬入されているですとか、なかなかこれで処理が追いついていない。 

また、高森町は、ごみを焼却する熱から発電する再生可能エネルギーを上下

水道施設に多く導入しているということを学んで知っていただいております。 

いずれの企画も、子どもさんが参加できる工夫をしたことで、多くの方が参

加していただきまして、すべて定員に達するという状況になっております。 

このように体験することで、地球温暖化を身近に感じる活動をさらに充実を

図ってまいりたいと思っております。 

また、広報などにも掲載させていただきながら、またエニージョブ等により

ます情報提供、新聞への記事の掲載、こういったものを組み合わせて行ってま

いりたいと思います。 

それぞれ学習会等に参加された皆さまからは、非常に良いご意見が寄せられ

ております。ですので、引き続きこういった活動を続けてまいりたい。 

また、一つ一つの情報発信ですね、すぐ目に見える成果を上げることは大変

難しいですけれども、少しずつ関心を持つ人が増えてきているというのは実感

としてございます。これからもさまざまなところから情報が得られ、関心を持
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つためのきっかけになる機会をつくってまいりたいと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ありがとうございました。 

町は高い評価をされているようですが、私は、それほど高く評価、やったこ

とに対してすばらしい取り組みであったことは認めますが、それが先ほど申し

ました、町民、多くの町民が動ける高森町にするためには、もう少し考えた方

がいい。例えば、参加された方から良い評価をいただいた。当たり前なんです

よ。そのために来ているんだから。それで応募しているんですから。行って、

「あー勉強になった」、勉強しようと思って来ているんだから、勉強したら良

かったというのにつながっていく。例えば、エコカーでしたか、太陽は、あれ

も楽しそうに子どもたちがやっていて、「楽しかった、あーよかった」と言う

んだけれど、じゃあそのことが果たしてどこまでゼロカーボンにつながってい

くのかということを考えると、限られた人数、福祉センターの大講堂でできる、

大会議室でできる程度のことでしたので、それほどの人数ではなかったですし、

ここ２年ばか続けて見させていただいておりますが、もうちょっと改善の余地

があるかなと思いました。 

時間がまいりますので、②の質問でありますが、通告書の数値がちょっと間

違っておりまして、担当課の林課長にはお詫びを申し上げ、連絡してあります

ので、正しい数値で質問いたしますので、ご勘弁ください。 

②の質問です。 

2030 年度の中期的目標年度までに取り組む具体的な対策というのが 45 項目、

先ほどのプランの中にあります。通告では 38 と書いているんですが、優先度

が付いていまして、ＡとかＢとかあるんですが、優先度Ａは 37 項目で、その

37 項目の中、30 年度までの中期的目標ですので、今年のところで着手して、

実効性のあるもので着手したものは何項目ぐらいあるのか。その結果、今年度

のＣＯ２削減はどの程度達成できるのか、お伺いをいたします。 

２つ目のＣＯ２の削減はどの程度達成できるのかというのは、数値的にも非

常に難しい部分もあるかと思いますので、ただいまの担当課の方でとらえてい

る部分で、答える範囲で結構でございますので、お答えください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） それでは、中期的目標年、2030 年度までに取り組
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むものでございますけれども、具体的な対策は、９つの分野に分かれておりま

す。全部で 45 項目あります。そのうち太陽光発電設備設置への補助制度の導

入や、ごみのリデュース、リユース、リサイクルによる３Ｒ活動の推進などは、

既に取り組みをしており、既に取り組みをしているもの、これにつきましては

13項目あります。 

また、今年度から国の交付金を活用するなどして、新規に取り組みを始めた

ものは 12 項目になります。町民体育館への太陽光発電設備の設置、それから

来年度から実施を予定しております、事業者や町民向けの補助制度の新設や拡

充の検討もこれに当てはまります。 

優先度Ａの 37 項目のうち、既存の取り組みを含めまして、現在までに着手

した項目は 22 項目でございます。計画がスタートして２年目ではございます

けれども、半数以上の項目に取り組みをしておるという状況でございます。 

二酸化炭素の削減見込みにつきましては、この排出量を算出するにはそれぞ

れの分野、いろいろな分野で総括して排出量を量る形となりますので、正確に

削減量を申し上げることはできませんけれども、先ほども答弁の中で説明しま

したとおり、51％に向けて、概ね達成ができる見込みであるというように思っ

ております。 

さらに、今年度から取り組みを加速しておりますので、これまで以上に成果

が上がることを期待しております。引き続き、優先度の高い項目から取り組み

を行いまして、2030年に目標を達成できるよう、努めてまいります。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ありがとうございました。 

ここまでゼロカーボンについて、いろいろお尋ねをしてまいりました。回答

の中から感じられることは、私の思っていた以上に、町の取り組みは先へ進ん

でいるなというふうに感じました。 

そこで最後の質問です。 

現時点での令和６年度について、まだ査定が、予算がまだ決まってないので、

６年度の事業について、今あるお考えがありましたら、お答えください。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

林環境水道課長。 

○環境水道課長（林 和彦君） それでは、いま現在の計画ということでご説明をさ

せていただきます。 
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まず、令和６年度に検討している事業についてでございますけれども、国交

付金事業として、山吹地区に整備されるサッカー場周辺に太陽光発電設備と蓄

電池を導入し、施設の電力を賄います。 

電気自動車用の急速充電器も整備をする予定でございましたけれども、当該

計画の交付金が全額削除されたことから、規模や実施時期を再検討いたしてま

いります。 

中学校校舎の照明ＬＥＤ化、公用車の更新に合わせた電気自動車の導入、ま

た、「ＭＩＺＢＥステーション」と山吹保育園を環境にやさしい建物として改

修するためのＺＥＢ化設計を計画をしておるところでございます。 

また、町民、事業者が今まで以上に再生可能エネルギーを導入しやすくする

ため、国交付金事業を活用いたしまして、太陽光発電設備、蓄電池、太陽光温

水器、ペレットストーブやボイラー、薪ストーブ、住宅の断熱改修、電気自動

車購入などへの補助制度を拡充するための制度設計を行っております。 

啓発活動では、新たにカーボンニュートラル推進連絡協議会で話し合い、提

案のあった事業につきまして、展開ですとか、そういったものを考えておるほ

か、先ほどもお話がありました、再配達で二酸化炭素の排出が問題となってお

りますが、この再配達の解消と啓発を組み合わせた活動を実施することを検討

しております。 

継続する学習会として、ゼロカーボン学習会やたかもり生きものしらべ、小

学校での地球温暖化防止授業を行い、また、広報活動として、ゼロカーボンた

かもりやホームページへの町民目線での記事の発信、こういったものに努め、

町民の関心を高めたいと考えております。 

いずれにしましても、予算編成前でございます。町としての取り組みにつき

まして十分に検討し、予算計上させていただきますけれども、多額な費用がか

かるということが見込まれます。2030 年の目標達成に向けまして、予算の審

議、採決には、最大限のご理解をお願い申し上げるところであります。 

○議長（岩口友雄君） 木下議員。 

○８番（木下啓爾君） ここまで一体となりということに関係して、私なりにとらえ

たカーボンニュートラルに関わる高森町の課題について質問をしてまいりまし

た。答弁も含めて、町民への自発的な取り組みを喚起するための周知、啓発、

そして事業者の皆さまと協力態勢をとるために、商工会さまと連携したカーボ

ンニュートラルへの取り組みの強化等々は必要であることがわかりました。 
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啓発、周知や連携、そしてまた、いま少し出ました補助金制度などの取り組

みが一段と加速することを期待しまして、私の一般質問を終わりにします。 

○議長（岩口友雄君） ここで暫時休憩といたします。 

再開を午後１時からといたします。 

 

休 憩  午後 時  分 

再 開  午後１時００分 

 

○議長（岩口友雄君） 休憩を解き、一般質問を再開いたします。 

 

◇ 通告６番 齋藤 天（２番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ２番、齋藤 天議員。 

○２番（齋藤 天君） 議席番号２番、齋藤 天です。 

通告に従い、一般質問させていただきます。 

不登校などで悩まれている方にとって、一筋の光明になればとの思いから、

とてもセンシティブな話題ではございますが、あえてこの場で質問させていた

だき、一人でも多くの方に情報が行き届き、お悩みの解決につながれば幸いだ

と思っております。 

悩み事の中には、自分の力だけではほんとにどうしようもないことがありま

す。また、悩み抜いている状況では、誰にも助けを求められず、苦しさは増す

ばかりです。自分たちだけではどうしていいのかわからない、そんなときには

身近な方の声が、声がけや、たまたま見た情報が一筋の光になることがござい

ます。 

それでは、質問させていただきます。 

本年度よりスタートしました「自分らしい学び応援事業」の三本柱、また４

つの方向性の進捗状況をお聞きしたいと思います。 

また、前回の一般質問の際に、まだ時間が要するとのことや、今後の予定、

現場の声、改善点などもございましたら、一緒にお聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 一項目目の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 一つ目の「支援体制の見直し」についてですが、個々の児

童生徒の課題や家庭の状況などに添った支援体制が整うまでは、まだまだ時間
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を要するものの、今まで自宅にいたが、中間教室パレットの愛称で親しまれて

いる、町の中間教室に来られるようになった児童生徒も数人おります。少しず

つではありますが、支援体制は向上しつつあると考えています。 

二つ目の「居場所づくり」については、パレット主催の調理教室などは継続

して実施し、参加者は増加傾向にあります。 

一方、校内の居場所としては、現在、南小の相談室に来る児童が 10 名近く

おり、1.5 名の職員で対応していますが、現場からの声もあり、中学にならっ

て中間教室として位置づけることも検討しています。 

三つ目の「学ぶ力の育成」については、夏の福岡女学院大学の斎藤富由起先

生の講演や文部科学省が提唱する対話的な学びを受け、授業中、児童生徒間で

コミュニケーションをとりながら学習するような授業形態を模索する教員が、

以前よりも多くなり、こうした姿勢を支援したいと考えています。 

４つの方向性について、①「学校における新たな支援」については、11 月

に斎藤富由起先生による２回目の指導を、オンラインで管理職中心に行なった

ところです。②「関係団体との連携」については、10 月に町内ボランティア

グループ「おてこの会」とのまちづくり懇談会を行い、双方の意思の疎通を図

ったところです。③「ＩＣＴの活用」については、学校の授業を送信し、生徒

が自宅で学習できるよう考えましたが、職員の準備の手間や不登校生自身のニ

ーズの関係などから実現できていません。しかし、このたびオンラインパレッ

トを立ち上げましたので、今後は、町の支援センターとオンラインでつなげる

方向で進めています。④「地域との連携」については、ちょうど明日、12 日

ですが、学校運営協議会を開き、地域の方々の意見聴取も兼ねて、不登校にも

関わる協議を行う予定でおります。 

新たな取り組みとしては、保育園のときから、たくましさやコミュニケーシ

ョン能力の素地を育むことを意識して保育にあたるとともに、園外での活動を

重視してきています。特に秋は、自然環境を生かして園外保育の回数も増やし、

さまざまな体験活動を行いました。これから寒くはなりますが、健康に配慮し

つつ、園外での活動を大切に継続したいと考えています。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） 保育園の園外保育は増えるという話がございました。子ども

たちが自然環境に触れられる。また、農村を歩いたりとかしている姿を見ると、

この子たちが将来、この町で何をしたいかというものの種まきになっているん
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ではないかなと思いながらいつも見ております。そのようにして、町を活性化

する若者に育ってくれたらいいなと思います。 

次の質問にまいります。 

以前、学校の現場の方からちょっとお話を聞いたところでは、訓練学習など

があるということをお聞きしました。具体的にどんな個性の子たちに、どんな

支援をしているのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 具体的な支援についてのご質問ですので、ここでは、今年

度から南小に設置したＬＤ等通級教室についてお話しします。 

昨年度までは、他の学校のサテライト校として、週１回の指導に限られてい

ましたが、対象児童の増加を踏まえ、県に要望し、今年度からは県費の教員が

一人配置されて、ＬＤ等通級教室開設という運びになりました。 

ＬＤは、学習障害といわれ、全般的な知的発達の遅れはないものの、特に読

み書きや計算技能の獲得などにおいて、特異的な障害が見られるのが特徴です。

たどたどしい読み方になり、音読に時間がかかるような子どもの場合、一斉の

授業では、担任も十分手を入れることができず、周囲からもそうした目で見ら

れたりして、劣等感や不登校につながるケースもあります。 

南小ＬＤ教室では、個々の困難に寄り添うため、一人ひとりの課題に合わせ

たプログラムを組んで指導しています。教室での学習も大事にするため、主に

朝の会やドリルの時間、掃除の時間などの割り振られた時間に、該当の子ども

がＬＤ教室を訪れて学習しています。例えば、数をきちんと発音できない児童

の場合、九九の学習で、４×７を「ししち 28」と言いますが、この「しし

ち」という部分が発音ができないのです。ＬＤ教室では、課題を絞って短時間

に集中して訓練することで、成功感、達成感を味わう経験を積み上げていきま

す。 

もう一つ、ＳＥＬ教育、つまり協調性やコミュニケーション能力などの社会

性と感情を自制する力を伸ばす教育は、言葉そのものはあまり知られていませ

んが、小中学校だけでなく、保育園から大事にしています。町費の特別支援教

育専門員が定期的に保育園を巡回し、保護者や保育園からの要請により、年中

児相談を行い、早い段階から子どもの特性に合った指導ができるように配慮し

ています。 
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一方、保育士や教員も、研修の中で配慮を要する子どもへの支援の仕方を学

ぶ機会を増やし、子ども自身の意思を聞いて自己決定させるなど、指導の幅は

少しずつ広がってきていると思います。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） ありがとうございます。 

なかなか難しい問題もございますが、あえて教育長にお聞きして、どのよう

な学校の現場で本質的な問題に取り組んでいるかということを皆さんに知って

いただければと思っております。 

多様性といわれる時代ではございますけれども、ほんとに子どもたちの教育

環境というものも多様に変化し、またそこに教育者の方がどんどん合わせてい

く、またはスキルを上げていくということも必要になってくると思います。人

員の配置や予算の問題など、さまざま課題はあるとは思うんですけれども、ま

ずはお一人お一人のスキルが向上するということで、負担の軽減にもなるんで

はないかなと思います。 

また、保護者の方たちからの声も、私が直接お話しをした方は、やっと学校

の現場でもそういう専門的なことに理解を示してくれるのがほんとにありがた

いというお言葉を、何人もの方からも聞いております。ぜひそのあたりもまた

深めていっていただければと思います。 

次の質問に移らせていただきます。 

子ども家庭支援室、またボランティアセンターなど町の施設がございますけ

れども、そちらと学校との連携についてはどのようになっているか、お聞きい

たします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） ボランティアセンターでは、平成 27 年４月施行の生活困

窮者自立支援法に基づき、県が立ち上げた信州パーソナルサポート事業を活用

し、すこやかスタディサポート事業を始めました。この事業は、社会福祉の立

場から生活困窮家庭を対象とし、こども家庭総合支援室と情報共有しています。 

現在、複数の児童生徒が学習の支援等を受けています。児童生徒の状況に添

って、こども家庭総合支援室が仲介して、パレットへ入級することも行ってい

ます。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 
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○２番（齋藤 天君） 補足質問をお願いいたします。 

さまざまなご家庭がございまして、その中でも不登校の支援が必要とするご

家庭もあるのかと思います。そのような方への在宅の支援などはあるのかどう

か、確認させていただきたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） ほんとに今の子どもたちの様子が多様であります。議員ご

指摘のとおり、それぞれに合った支援をというところだと思います。特にボラ

ンティアセンターとの関係につきましては、送迎等もやっていただけるという

ところがございますので、人数的にはわずかなんですけれども、一応複数をお

りまして、送迎も行い、そして公民館の部屋を使って指導をしていただいてい

る、そういった実際の状況がございます。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） ありがとうございます。 

さまざまなサポートをいただけているということでございますが、もし、お

わかりではない方もいらっしゃると思いますので、お困りの方がいらっしゃっ

たら、どこに、どのように相談すればいいのかというのもお聞きしたいと思い

ます。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 不登校などで困っている方の相談先については、関係する

相談先をまとめた「ひとりで悩まずいつでも頼ってください」というタイトル

のチラシを、年度当初に学校を通じて配布しています。そこには、こども家庭

総合支援室、教育相談室、健康福祉課の健康係・福祉係、「あったかてらす」

や児童相談所の連絡先が示されています。 

また、町のホームページの「あったかもり子育て応援サイト」には、不登校

の相談先として、教育相談室、こども家庭総合支援室や、先ほどのボランティ

アセンターのすこやかスタディサポートを紹介しています。 

これからが相談を受け付け、相談内容に応じて、さらに適切な対応先や受け

入れ先につなぐようにしています。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） チラシやインターネットなどでの広報がされておりますので、
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ぜひご活用いただきたいと思います。 

しかし、冒頭でお話ししましたように、なかなか悩んでいる本人もしくはそ

のお子さんが、直接そこに相談するというのは難しいという現状もあるのでは

ないかなと思います。もしそのような方を見かけたら、ひと声かけていただく、

もしくはそういう方がいるんだという情報も町の方にいただけると、もしかし

たら何か解決の糸口になるのではないかなと、お聞きしていて思いました。 

次に移らせていただきたいと思います。 

学校の現場の先生方がたくさん今いろいろなことを学ばれていらっしゃる。

ところが、３年ほどで異動になってしまうという問題があるんだという相談を

されたこともございます。個人への接し方、寄り添い方の学習を重ねても、先

生がまた新しく替わってしまって、深めていくことがなかなか難しいんではな

いかという現状もございます。 

高森町の不登校をなくすためには、長く、広く、深く、支援のスキルや生徒

との信頼関係の構築というものが必要なのではないかなと思います。それをど

うやって継続していくのか。また、地域人材育成の観点から、高森町の特色あ

る教育というものも必要になると思います。現状ではどのようなことを行って

いるか。また、将来どんなことを見据えて、こんなことが必要だということが

あれば、お聞きしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 県には、市町村の特色ある教育を支援する教員配置事業と

いうものがあります。この事業を活用し、来年度の教員配置に地域人材教育に

取り組んでみたいという教員を募ったところです。しかし、残念ながら、今年

度末の教員異動に希望者はありませんでした。 

しかし、来年度も引き続き、地域人材教育に取り組んでみようという意欲の

ある教員が高森に異動してくることを求めたいと思います。 

仮に、今は不登校の状態にある児童生徒であっても、いずれは地域の人材と

して育っていってほしいという願いを持っています。教室の授業は苦手でも、

地域の中で活動することはできる子どももいます。そして、地域の中で、効力

感や有用感を感じ、自己肯定感を高めます。 

既に行っている、中学生の地域ボランティア活動には約 80 名の生徒が参加

しました。また、11 月上旬に行われた松本山雅ホームタウンＰＲデーでは、
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中学３年生がブースを出し、山雅のサポーターの方々に大変好評だったと聞い

ています。喫茶山雅と共にドリンクの販売をしたのですが、参加した生徒は、

「高森を知ってほしいという前向きな思いで参加できた。」と感想を述べてい

ました。また、「需要と消費の関係や、利益と値段のことなどについても学べ

てよかった。」とも語っていました。 

このように、地域人材教育を通した自分らしい学びは、不登校支援にもつな

がるものと考えています。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） ありがとうございます。 

ほんとに地域の皆さまと共に子育てができるということが、大きな子どもた

ちの成長に、そして人間性を育むことにつながっていくんではないかなと思い

ます。 

実際に私が知る方のところにもお子さんが何人かいらっしゃっていて、そこ

で半年過ごしたら学校に行けるようになったという子もいらっしゃるとお聞き

しております。 

地域の方々と一緒に子どもたちを育んでいけたらと思います。 

次に移らせていただきます。 

そういった地域の活動として、やはり地域の方はこの地域に根ざしておりま

すので、その方々を中心にフリースクールというようなものが立ち上がってく

ると、また教育の幅が出てくるんではないかと考えております。 

そこで、今後の信州型フリースクールというものについて、お聞きしたいと

思います。 

フリースクールを私はまた改めて調べてみました。そうしましたところ、全

国から有名なところは、子どもを育てる環境に加えて、教育環境のために移住

するという方、ご家族が増えているそうです。 

そんな話もお聞きして、長野県でも、信州型フリースクールの検討会議が開

かれ、実証の協議が今されております。 

教育委員会では、その辺をどのようにとらえて、またどんなフリースクール

があれば、相互に協力できて親和性があるようなものができるのか、お考えが

ありましたらお願いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 
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○教育長（高野正延君） 信州型フリースクール認証制度につきましては、10 月に

県の次世代サポート課が来庁されて、教育委員会の担当者に説明がございまし

た。 

フリースクールの規模の大きさに関係なく、利用児童生徒が複数いて、定期

的な開所があり、学校等との連携協力ができ、一定の実績を伴えば、スタッフ

の人件費等の運営経費を支援してくれるというものです。 

町内には、主体的に不登校児童生徒に関わってくれている個人またはグルー

プが複数ありますので、関係の皆さまにこの制度を紹介をしています。 

ただ、この認証制度においては、県では施設の運営費を支援する代わりに、

その利用料等については、市町村が支援するものとしております。利用料の金

額については、施設によってもかなり開きがあることから、さらに検討が必要

だと考えております。 

○議長（岩口友雄君） 齋藤議員。 

○２番（齋藤 天君） ありがとうございます。 

学校の教育、家庭教育、そしてフリースクールができて、地域の教育という

ものもできてくると、ほんとにいいなと思いますが、やはり人員の配置であっ

たりとか、予算とさまざまな問題、課題もあるのかなというふうに思っており

ます。 

フリースクールのことを調査しているついでに、さまざまなことを調べてお

りましたら、今はさまざまな業界で大転換期という言葉が出てまいりました。

何が転換するのかと思って調べてみたんですが、ある研究家の方によりますと、

歴史から紐解くと、経済の転換期が 30 年～50 年の間、成長、安定、転換とい

うサイクルで転換期を迎えるそうです。また、文明の転換期というのが約 200

年、そして地球規模の地軸や自然環境等の転換期が数千年単位で起こるという

ことでした。今はそれがちょうど重なり合う時代だと、そんな激動の時代にあ

るんだということでした。 

そんな大転換の壮大な揺らぎが重なり合う中で、私たちの身近な価値観、例

えば、産業革命以降、明治期に近代西洋化が進み、今日まで来ておりますけれ

ども、その概念では、１時間に一つのものをつくるよりも、１時間に 10 個の

ものをつくる方が価値が高いとされてきました。しかし、それだけを考えれば、

文明の転換期にある今は、生産性だけを見れば、機械化したりＡＩ化した方が

いいとされてしまいます。しかし、人間が機械に劣っているのかというような
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問題提起もなされています。そんな近代西洋文明の揺らぎが、今まさに起こっ

ているということでした。そのような大転換期の影響は、私たち大人のみなら

ず、次世代の子どもたちの価値観や教育にも大きく関わるものだと感じており

ます。 

この研究家の方のご意見は、先ほどのような数字を見た機械的な数字的な観

点だけではなくて、人間的、生命的な部分、楽しいとかやりがい、意欲という

ものにアプローチしなければ、本当の意味でモチベーションが上がらないと申

されておりました。 

本日の質問にもありました、自分らしい学び応援事業、そして信州型フリー

スクールの協議が進んでいる中、子どもたちの笑顔あふれる未来につながる教

育を要望して、私の一般質問とさせていただきたいと思います。 

 

◇ 通告７番 原 敏明（９番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ９番、原 敏明議員。 

○９番（原 敏明君） 議席番号９番、原 敏明です。 

まず、信州たかもり温泉のこれからを考えると題して、伺ってまいります。 

信州たかもり温泉湯ヶ洞・御大の館は、開設から 30 年が経ち、施設も雨漏

りがするなど老朽化が進んでいます。今後、この施設の利用や維持、修繕につ

いて、町民の皆さまとともに方向を考えていかなければならない時がきていま

す。 

コロナ禍の中で、町振興公社に替わって指定管理になった中央アルプスリゾ

ート株式会社との契約も結んでから２年半が経ちました。次の指定管理の選定

も含め、今後の施設運営の方向性を示す時がきています。 

しかし、指定管理者の経理の状況が 12 月１日まで示されていませんでした。

また、令和３年７月からの営業再開に合わせて料金改定がされていますが、例

規集を見る限り、湯ヶ洞と御大の館の管理運営規則において、ともに管理運営

規則の利用料、入館料の表が改訂されていません。 

この状況について、町長はどう考えているのか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 一項目目の答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 令和３年度の５月より３年間ということで、現在の中央アル

プスリゾート株式会社に指定管理をお願いして、今年が最終の年度となります。 
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指定管理期間は、コロナ禍感染症の影響を受けながら、特に観光分野では強

い逆風にさらされながらの運営であったと思います。 

その中で、まずは、日帰り温泉の利用者数の回復を目標に据えて運営をいた

だいてきております。 

経営の状況については、指定管理者との懇談の場や産業建設委員会において、

報告をさせていただいておるとおりでございます。 

今後につきましても、先頃の産業建設委員会との懇談の場ほか、多様なお立

場からの皆さまのご意見を伺っていく予定であります。 

ご指摘の管理運営規則の利用料、入館料の改定については、処理が不十分で

公開されていないということで、大変申し訳ございませんでした。その他の規

則や要綱などについても現在点検をしておりまして、次回の処理では反映をさ

せたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 続いて、関連質問①に移ります。 

信州たかもり温泉のこれからを考える上で、源泉の状況は、今後の運営を決

める大きな情報です。私の家でも足腰の痛いときには、湯ヶ洞の湯に入りに行

きます。家庭風呂や御大の湯に入ったときと違って、入浴後は痛みが和らいだ

ような気がします。温泉の湯そのものだという感じを受けているわけです。 

湯ヶ洞の湯も御大の湯も、お湯は同じだというふうに言われている方もおら

れ、館内の掲示内容も大きなもので示されてはいません。 

また、泉質の結果はどうなっているのか、お聞きしたいし、源泉は枯渇の不

安があるのか、お伺いしたいと思います。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 温泉水の泉質につきましては、従前にもご指摘をいただ

きまして、令和２年度に検査を行ったところでございます。 

この中でミネラル分、温泉成分といわれるようなものは含まれるものの、単

独でその効能あるいは何とか泉というような標榜ができるまでの成分量は計測

されていないというために、単純泉との扱いとなってございます。 

また、湯量については、実際減少、減量してきていると推測しております。 

現状を把握し、これからの検討のためにも、改めて水量検査、水量調査を行
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う必要があるのではないかということで検討をしているところです。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、②に移ります。 

バイオマスボイラーの調子が悪くて、灯油ボイラーの助けを借りているとい

うお話も聞いたことがありますが、バイオマスボイラーが計画よりか早く劣化

してしまったのか、または、燃料のチップの水分量が最初の計画よりか高くて

うまくいかないのか。また、ボイラーの運転スタッフが替わってしまってうま

くいかないのか、どこに課題があるというふうにいま考えられておられるのか、

お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 現在、バイオマスボイラーは、灯油ボイラーのバックア

ップを受けているところは、ご指摘のとおりであります。 

この要因としましては、やはりバイオマスのチップの水分量が季節によって

変動が大きいといったところが課題の一つ、要因の一つではないかというふう

に見ております。これらに伴って、バイオマスボイラーのメンテナンスなどの

必要も増えてきているのではないかというふうに考えております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

今、チップの水分量が変動が大きいというふうに言われましたけれども、全

体として、当初計画した頃とよりか、もう水分量が全く多くなってしまってい

るということなのか、また、提供していただいている森林組合の方に、できる

だけということがお願いできないというようなことなんでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 当初の計画から、森林組合あるいは提供元とも協議をす

る中では、年間のバイオマスのチップについて、水分の変動があるということ

は前提とされておるところであります。季節的に乾燥が進む時期については、

十分乾燥しておりますし、また、乾燥がしにくい季節になりますと、やはりど

うしても残ってしまう水分があるというところで、課題となっているところか
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と考えております。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 変動が多いだけで、全体として当初と変わらないということ

なんでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） 状況については、導入当初から同様の状況があったとい

うふうに認識をしております。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） では、（２）の質問に移ります。 

湯ヶ洞の宴席や宿泊の利用者数については、コロナ前は、土日の昼間に法事

の宴席があったり、それに参加する遠方から来た親族が泊まるなどして、これ

らの方の利用というのがある程度利用数を支えてきたというふうに私は考えて

いますが、しかし、この間のコロナ禍で、法事も非常に減ってしまって、これ

が戻ってくるのかどうかという点では、少し大変ではないかというふうに考え

ています。 

そこで、どういう客層をターゲットにして今後考えているのか、お聞きしま

す。 

○議長（岩口友雄君） 二項目目の答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） ご質問のように、コロナ禍を契機に、冠婚葬祭も含めさ

まざまな行動が、親族だけ家族だけ、旅行であれば、団体よりも少人数で気の

知れたグループでといったような変化が起こってきております。これはなかな

か戻らないのではないかというふうに言われているところです。 

指定管理者、運営をいただいております指定管理者としましては、この間、

旅行割などの補助制度も活用しながら、「平日ビジネスプラン」と銘打って、

単独の平日の単独での宿泊などを格安で行うプランを企画し、好評を得たとい

うふうにお聞きをしております。 

令和４年度の実績では、日帰り入浴、あるいは宿泊利用については、コロナ

前の利用者の７割程度まで回復をしてきたというふうにお話をいただく一方、

宴会利用については、現状対比して９％程度、９割減ということでしょうか、

といった現状であるといったことが報告をされております。 
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この傾向は当面一朝一夕に変わらないというものとして、宿泊は少人数向け

に、また、飲食については、宿泊のお客様も含めて、個席あるいは会席的な

個々の料理から、もっと簡便に気楽に楽しめる、頼めるものというような料理

に変えていくといったプランを検討いただいているところでございます。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 補足でお願いします。 

ただいまでは、管理者から示されたビジネス旅館を目指すというようなこと

を意味していると思うんですけれども、やはり町民の方々がほんとにビジネス

旅館でいいというふうに考えているのかということもあって、今までの飲食に

対する取り組みが、町民の皆さまに受け入れなかった、受け入れがたいという

か、ちょっと高くて、近隣の町内のほかの飲食店に比べて高かったというとこ

ろが私はあったと思うんですが、そういう点で、もう全くそういうことからか

け離れたところでやるしかないというか、先ほど言いましたように、法事とか

いうのはうんと減ってはきているんですけれども、ほかにお客さんを求めると

いうような検討はされてなかったということでしょうか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

壬生町長。 

○町長（壬生照玄君） 反公営的な運営をする場所として、例えば、今の状況であれ

ば、民間のお食事屋さんが盛るということについては、それは悪いことではな

いと思っています。 

求められるものとして、やはり町民の皆さんが、回復してきた５類になって

以降、例えば、湯ヶ洞のお料理を食べたいであったりとか、そういったところ

の予約が入ってくるというような状況で、その中で料理を改善していくという

ようなところがあるのであれば、やはりそれは町民の皆さまに求められている

ことかもしれないんですけれども、多くは役場の関係の方で料理をお願いする

というようなことがない限り、大人数でのやはり予約というものについては、

先ほど原議員がおっしゃっていただいたとおり、もう入れるのはほぼ難しい状

態になっているというような、そういうとらえをしているというところはあり

ます。 

ですので、どうしても、そのビジネス旅館を目指すということではなくて、

来ていただいた方が、町内に宿泊をする場所として、宿泊の内容を充実すると

いうことと、町民の皆さまが健康づくりも含めて入浴をきちんと楽しんでいた



 - 60 -   

だく場所に変えていく。お食事も、宴席を設けるということではなくて、それ

なりにきちんと楽しんで食べる場所があるというような、そういった方向性に

最終的にはもっていくのが良いのではないかというようなところを、この３年

間と今年の５類以降の状況を踏まえて、指定管理者と話を進めているというよ

うなところであります。 

いずれにしましても、先ほど申したとおり、もう少し、指定管理期間の時間

が３月まであるので、もう少し課題や何かを少しお伺いしながら、議会も含め

まして、いろいろな皆さんとご意見をいただく中で、新年度以降の方向性等に

ついて、町の方でお示ししたいと思っておりますので、よろしくお願いいたし

ます。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、①に移ります。 

先ほど述べましたが、建屋の老朽化が進んでいます。それで老朽化に合わせ

て、今度はターゲットの獲得に合わせた改修が必要だというふうに考えていま

す。られます。特に配管の改修について、私はちょっとお聞きしたいのが、泉

質検査の結果、既に温泉としてお客さんを呼ぶにふさわしい泉量がなかったと

いうことでしたが、鉱泉水として、お風呂を利用する上で、湯ヶ洞と御大とを

きちっと分けて、湯ヶ洞の方に今の温泉を集中的に入れるというような形で考

えていく必要があるし、その温泉を満喫していただくように、きちっと宣伝も、

こっちと日帰り入浴は違うんだというようなことを出していく必要があるんだ

というふうに思っていますが、その点、きちっと改修計画の中では位置づけて

おられるのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

野沢産業課長。 

○産業課長（野沢 稔君） まず、本年度、令和５年度の当初予算時にご報告をさせ

ていただきました、計画をしておりました、南信州圏域が連携して申請する観

光施設の高付加価値化事業といったものについては、その採択の見込みが不透

明な状況になったことから、見送ることとしております。 

それから、ご指摘のとおり、施設の老朽化による修繕も必要になってきてお

りますし、まずは現状の調査をし、先ほどご質問いただきました水量ですとか、

これからのその施設のあり方といったものを、さまざまな皆さまのご意見を聞

きながら、大規模改修を視野に検討してまいりたいと考えております。 
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先ほどの温泉の温泉水の割り振りなどのご提案も、また参考にさせていただ

ければと思います。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） それでは、続いて、質問事項Ⅱの方に移ります。 

福祉避難所の運用について、伺ってまいります。 

災害発生時に、高齢者の方、妊婦、乳幼児、障がいをお持ちの方が避難する

福祉避難所の設置についてですが、その方々が日常生活に近い形で支障なく避

難生活をしていただくために、平成 28 年に、高森町は、町内のケア環境の整

った６施設と協定を結んでいますが、この施設の中には、浸水想定区域に入っ

ている施設もあったりしています。 

どのような災害時に、どの施設を何人受け入れてもらうのか、そんなことを

具体的にその施設ごとに協定を交わして準備が進められているのか、お伺いし

ます。 

○議長（岩口友雄君） 三項目目の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） いま議員がご紹介いただきましたように、高森町で

は、災害発生時福祉避難所を設置し、要配慮者等が日常生活に支障なく避難生

活が送ることができることを目的に、平成 28 年 11 月に「災害発生時における

福祉避難所の運営に関する協定書」を、町内６箇所、あさぎりの郷、円会セン

テナリアン、グランスマイル、高森荘、紙ふうせん、社会福祉協議会と締結を

しております。 

当時の協定の中では、第３条では、災害対策本部の決定によって、福祉施設

内に福祉避難所を開設する。また、第４条では、町が避難所等において福祉避

難所での避難生活が必要であると判断した要配慮者を紹介し、施設は可能な範

囲内で受入れる。第６条では、福祉避難所の管理は福祉避難所が行うとし、ど

んな方を、どのような災害で、何人受け入れるかといった具体内容は含んでい

ません。 

協定締結後、豪雨等で土砂災害の危険が予測されるときなどに、洪水、浸水、

土砂災害の警戒区域外の協定先施設へ、受け入れを打診し、進めた経過はあり

ますが、具体的運用が課題となっているところです。 

今年から、具体的な受け入れ対象や方法について、福祉避難所とも調整を始
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めており、今後は、現在進めています個別避難計画と合わせて、より具体的に

マニュアルの作成等を進めていく予定であります。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） ぜひ具体的に利用、実際に災害になったときにほんとに利用

できるような具体的な準備をしていただくと、ほんとにいいことだと思います。 

それに関連して、次の①に移ります。 

協定した施設に対しては、避難者への支援物資などがほんとに必要になって

きます。そこで、備蓄倉庫や備蓄品を町から提供するというようなことについ

て、計画ができているのか。また、どこまで進んでいるのか、お聞きします。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 協定書の中では、必要な経費は町が負担することと

いうことになっていますが、現在のところ、備蓄倉庫や備蓄品などを事前に町

から提供するといった計画はございません。 

○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 豊丘村では今、そういう倉庫を施設に造って、備蓄品を徐々

に増やしている状況ですが、高森にもそういう実際に使える避難所になるよう

に準備が必要だと思うので、また計画をしていただきたいというふうに思いま

す。 

②の質問に移ります。 

災害発生時、福祉避難所に誰が避難するのかを決めるようなタイムラインは、

どのように作られるというふうに想定しておられますか。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

福島健康福祉課長。 

○健康福祉課長（福島直美君） 議員がご質問いただいておりますタイムラインは、

昨年度から策定を本格化させています個別避難計画が該当するものとなります。 

これまで土砂災害特別警戒区域内に、要支援者から策定を始め、本年度は介

護保険を利用している方の策定計画まで広げ、町内居宅介護事業所と検討を始

めているところです。 

今後、この策定計画の過程で、福祉避難所への災害者等をある程度特定する

とともに、災害の種類に応じた施設の利用など具体的な運用についても、施設

と調整を進めてまいります。 
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○議長（岩口友雄君） 原議員。 

○９番（原 敏明君） 計画が着々と進んでいるというお話を伺いました。 

いつ起きてもいい地震も、また、この温暖化のせいで大きな水害も可能性が

高まってきています。ぜひ計画的にこのあれを進めていっていただきたいとい

うふうに思います。 

これで私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

 

◇ 通告８番 河合隆俊（４番） ◇ 

○議長（岩口友雄君） ４番、河合隆俊議員。 

○４番（河合隆俊君） 議席番号４番、河合隆俊。 

通告に従って、一般質問を行ってまいります。 

今回は、ＧＩＧＡスクール構想の課題と対策について、伺ってまいります。 

（１）の質問へまいります。 

私は、先日、中学校の授業を拝見させていただく機会がありました。そこで

は、教員がそれぞれの教科に合わせ、タブレットを活用した時間、また、電子

黒板と教科書を組み合わせた時間と、さまざまな工夫の中で授業をされており

ました。 

コロナ禍において急速に整備された一人一台端末の環境は、令和の教育改革

の柱である個別最適な学びと協働的な学びの充実に必要不可欠なツールであり

ます。 

今年の５月に文部科学省の初等中等教育局から出されている資料を参考にし

ますと、小学校の６年生の利用頻度は、「毎日使用」が２割～８割と、地域間、

また学校間のばらつきがあるとされております。 

そこで、当町における３校の利用の状況を伺います。 

○議長（岩口友雄君） 一項目目の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 今年４月に実施された全国学力・学習状況調

査の児童質問紙の結果を元にお答えいたします。 

「５年生までに受けた授業で、ＰＣ、タブレットなどのＩＣＴ機器はどの程

度使用しましたか」という質問に対して、町内の小学校６年生は、「ほぼ毎

日」と回答した児童は、全国よりもわずかに少なく、「週３回以上」と回答し

た児童は、全国よりもかなり多く、合計でいいますと、全国よりも 10 ポイン
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ト以上高い結果が出ております。 

したがって、毎日とは言えませんが、１週間の中で相当の頻度で使用してい

ると見ることができます。 

ちなみに、中学の同様の質問でも、「ほぼ毎日」は若干低いですが、「週３回

以上」は多く、合計では全国とほぼ同レベルという結果が出ております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 続いて、関連質問①へまいります。 

一人一台の端末は、不登校、特別支援、また、病気療養や外国籍等の多様な

児童生徒の実情や特性に応じた、誰一人取り残されない学びを保障する上でも

重要で、悩みや不安といった心の状況を書き込むなど、いじめの早期発見にも

使うことができるツールであると考えます。 

不登校、特別支援学級の児童生徒の心身の変化や生徒のＳＯＳをキャッチす

るために、タブレットを活用した推進をされているか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 関連質問の答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 端末を使った心身の健康チェックについてのご質問ですが、

一学期のうちに、「ぼく、わたしのけんこうにっき」という、心身の状況を書

き込むための独自のフォームを、北小の養護教諭が作成しました。 

私も内容を見ましたが、子どもたちにとっても、わかりやすく打ち込みやす

いものでしたので、試行してみたんですけれども、なかなか使われていないと

いうのが現状であります。 

その主な理由として、朝、遊びたい子どもたちに、登校したら各自で打ち込

むというのは、なかなか難しいことです。そこで、どうしても打ち込むための

時間を一斉に確保することになりますが、タブレットを出して、打ち込んで、

片づけていると、朝の会の半分が終わってしまいます。そんなわけで、なかな

か実施に至りませんでした。しかし、やってみないことには改善点も見えてき

ませんので、最近、高学年を中心に実施を試みています。 

健康日記の中には、「今日の体の具合はどうですか」「今日の心の具合はどう

ですか」「困っていることや嫌なこと、先生に聞いてもらいたいことはありま

すか」などの質問があります。特に心の状態については、いろいろな表情を示

す柿丸君のイラストを使って、子どもがありのままを記入しやすく工夫されて
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います。 

回答を見てみると、「おなかが痛い、ムカムカ、イライラする」「ねむい、昨

日ぐっすり眠れなかった、ムカムカ、イライラする」などの選択も見られます。 

打ち込む時間の確保と情報の活用がこれからの課題ですが、意味のある取り

組みだと感じています。 

今後は、例えば、毎日ではなく定期的に、あるいはクラスの状態が芳しくな

い時期、そういった時期に実施というなど、活用の仕方を検討しつつ、北小の

みでなく、南小や中学でも検討、試行してみたいと考えています。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ただいま答弁にありました、北小で行っている健康日記、こ

のような取り組み、どうか継続していただき、生徒さんのちょっとした心の小

さな声と、そういうものをキャッチしていただき、生徒の皆さんに寄り添って

いただくことを要望して、次の質問へまいります。 

関連質問②、さまざまな理由で学校に登校できない児童生徒へのＩＣＴの活

用は、学びの保障など重要な役割を果たすものと考えますが、現状と課題を伺

います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 先ほどの齋藤議員のご質問でもお答えしましたが、不登校

の児童生徒へのＩＣＴの活用は、なかなか進んでいない状況です。コロナ禍に

おいては、黒板の前で行う教師の講義やクラスの授業風景などを配信した実績

があり、同様のことを実施することは可能です。しかし、教師側の準備時間の

確保や受け手側との意思疎通の問題などがあり、実施には課題が多いと思われ

ます。学校が無理でも家ならば、あるいは直接会うのでなく、オンラインなら

と考えがちですけれども、実際には、指導者側と子どもとの相互のつながりが

構築されないと、そのニーズは生まれません。 

そこで、現在は、町の支援センター「パレット」でオンラインパレットを立

ち上げましたので、パレットとつなげて直接指導する、そういった方向で進め

ています。 

また、併せて、学校で導入しているソフトを使った家での学習も勧めていく

方針です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 
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○４番（河合隆俊君） 続いて、③の質問へまいります。 

情報モラル教育、リテラシー教育について、伺ってまいります。 

特に情報モラル教育については、学習指導要領で、情報社会で適正な活動を

行うための基となる考え方と態度を、情報モラルと定め、各教科の指導の中で

身につけさせることとしています。 

具体的には、他者への影響を考え、人権、知的財産権などの自他の権利を尊

重し、情報社会での行動に責任を持つこと。また、危険回避など、情報を正し

く安全に利用できること。情報機器などによる健康との関わりを理解するなど

の内容になっております。 

当町では、高森町のＩＣＴサイトの中で、タブレットと使い方のルール、ま

た持ち帰ったときのルールが３校で決められております。このルールについて

も、教員、児童生徒、保護者の３者での共有が必要と考えますが、情報モラル

教育、また、リテラシー教育というものについての取り組みとお考えをお聞き

いたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 情報モラル教育につきましては、３校ともに、１年から２

年間に一度程度、外部の専門講師を招いて、児童生徒や保護者を対象に研修を

行っています。 

教職員向けには、年度当初に、必ず町のＩＣＴ教育指導員が講師となり、情

報関連機器の取り扱いや指導方法の留意点について研修を行っているほか、今

年は特に著作権についても、図書館司書が講師を務め、研修を行いました。 

児童生徒向けには、中学では、年度当初に、担任がタブレットの使用につい

て指導を行うほか、定期的にログイン先についてもチェックを行っています。

不正使用が見つかった場合には、情報モラルの観点から、関係生徒に指導を行

い、他の生徒を中傷するようなものがあった場合には、人権教育の立場からも、

校長が全校集会で指導するなどをしています。 

情報リテラシーについては、ＩＣＴ教育指導員が、南小と中学は週２回、北

小は週１回の割合で巡回し、学級の授業に直接入って、担任とともに指導を行

っています。 

また、北小では、司書が関わる図書館教育において、借りたい図書の検索方

法を指導する場面などで、リテラシーとともにモラルについても合わせて指導
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しています。 

子ども読書支援センターでは、必要な情報が書かれている資料を探し出し、

集めた情報を利用する情報活用型読書を重視していますが、このようにＩＣＴ

教育指導員と連携した指導も行っています。 

今後も、ＩＣＴ教育指導員や図書館司書をより活用し、各担任との連携によ

る情報モラルやリテラシー教育を継続します。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） この情報モラル、またリテラシー教育については、折に触れ

て、継続しての共有、また教員、児童、また保護者の皆さんで共有をしていた

だきたいと考えております。 

④の質問へまいります。 

教員の中にはＩＣＴが得意な教員もいれば、不安を感じている教員もおられ

ると思います。 

文部科学省から出されている教員のＩＣＴ活用指導力チェックリストを活用

しての研修の機会や、好事例のわかりやすい提供などに取り組んでおられるか、

教員へのＧＩＧＡ教育の現状をお伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 取り扱いについての教員への指導は、年度当初に、町の 

ＩＣＴ教育指導員が必ず行っていますが、さらに、市町村や学校によって、使

っているソフトや使用規定が異なる場合がありますので、新任の先生には、こ

れとは別に指導しています。 

ご指摘のようなＩＣＴが得意でない教員については、夏休み中に、希望者だ

けの研修を行い、それぞれの職員のニーズに合った丁寧な指導を行っています。 

こうした取り扱いだけでなく、どのようにＩＣＴ機器を授業の中で活用して

いくかについては、学校内で何回か授業公開を行い、実際に目で見て研修する

機会をつくっています。 

来年１月にも北小で公開授業が組まれていますので、よろしかったらごらん

ください。 

一方、課題は、このような教員向けの研修を行っても、ＩＣＴの得意な者も

そうでない者もいることは事実ですので、ここで述べたような研修を継続しな

がら、教員も日常的にＩＣＴ機器に触れ、利用する状況をつくりたいと思いま
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す。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 先ほど答弁にありました、私は現場を見させてもらったとき

に、なかなか先生たちは、その場その場で対応しなきゃいけないという忙しい

中で、なかなか勉強やＩＣＴを勉強する時間がないなあということは感じてお

ります。 

また、長期休暇といっても、部活の引率等々ある中で、お忙しい中であると

思いますが、ＩＣＴについての勉強、取り組みを進めていただければと思いま

す。 

また、公開授業があるということでありますので、ぜひ時間がありましたら、

見学をさせていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いします。 

続きまして、⑤番の関連質問へまいります。 

ＩＣＴ支援員が現在１名で３校を担当しておりますが、授業の前の環境づく

りやタブレットの不具合への対応、授業中のサポート、そして先ほどありまし

た情報モラルの教育等々考えますと、現在１名で３校を担当されておりますが、

１人で対応ができているのか、状況をお伺いいたします。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 当町のＩＣＴ支援員、先ほど私たちはＩＣＴ

教育指導員という名前で先生にお願いしているわけですが、先ほど教育長の情

報モラルのところでもお答えしましたが、１名の先生が今いらっしゃいまして、

曜日によってそれぞれの学校に行くということで対応していただいております。 

実は、そのＩＣＴ教育指導員の先生をサポートする目的で、もう１人、民間

の方をお願いしておりまして、合わせて、この方も、その３校を巡ってくださ

っているということです。学校平均で、週３から週４入っていただいていると

いうことで、先ほどのＩＣＴ教育指導員先生と連絡を密に取りながら、各校を

回っていただいているという状況になっております。 

現状では、単なる機器の利用の支援だけではなくて、授業そのものへの関わ

りであったり、学校の先生方の業務改善、最近では、先ほども教育長からも話

がありましたが、不登校児童生徒への関わりというのも含めて、多岐にわたる

業務を丁寧に対応していただいております。 

議員ご指摘の人員不足については、今２名の体制でやっておりますが、これ
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らの状況を見ながら、またこの対応を考えていきたいなと思っております。 

一方で、このＩＣＴ支援員の先生方は、学校の経営とか授業の中にも入って

いただくということもあって、ＩＣＴ機器はもちろんのこと、学校経営にも精

通している人、そういう人材が必要と考えております。それらの人材の確保と

いうものについては、どの市町村も苦慮しているというのが現状となっており

ます。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） それでは、⑥番の関連質問へまいります。 

一人一台の端末が更新の時期を迎えてまいります。この問題は当町に限らず、

全国的な問題であると考えます。タブレットの更新経費を、タブレットを整備

した時と同様に国費で確実に措置してもらえるように、現場の自治体からも、

県、そして国へと声を上げていく必要があると考えます。 

更新へ向けたお考えを伺ってまいります。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 児童生徒の一人一台端末の更新費用について

ですが、11 月上旬に閣議決定され、今年度の補正予算の中にこの更新費用の

補助制度が入っているという情報が入ってきております。 

この補助金の流れを簡単に説明しますと、まず、国から県へ補助金として交

付され、各都道府県で新設する、新たにつくる基金条例に基づいて、この更新

を行うための基金をつくることとなります。 

契約や機器の仕様の取りまとめは、県が中心となり共同調達というのを基本

に進めます。市町村は、このために県が設置する会議体に参加しまして、この

基金から交付される補助により、５年程度をかけて更新していくという流れと

いう情報が入ってきております。 

なお、交付基準額は１台当たり５万５千円、今の時点ですが、各市町村の全

校生徒の３分の２にあたる人数の部分を補助するのではないかというところで、

資料では読み取れます。 

県が基金を創設するのが今年度中、そして実際に補助金が交付されるのは令

和６年度からと聞いております。 

今後も、これらの県や国からの情報をしっかりつかみ、補助金を有効活用し
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ながら、ＩＣＴ機器の整備を進めていきたいと思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） このＩＣＴの機器についてですけれども、先日、委員会の中

で、私は破損の状況とかお聞きする中で、課外授業へ出たときのタブレットの

破損というものが結構あるとお聞きしたんですけれども、しっかり活用する中

での損傷や破損というのは仕方ないかなと思うんですけれども、今後のこの更

新でまとめて入れ替えたときの周辺機器、特にバッテリーとかそういうところ

の不具合については、自治体というよりも、この導入を進めた国への修理です

ね、修繕の方は、そういうところも取り組んで国へ要望していく必要があるか

なと思いますが、お考えを伺います。 

○議長（岩口友雄君） 補足質問の答弁を求めます。 

清水教育委員会事務局長。 

○教育委員会事務局長（清水 衆君） 今の時点ですと、なかなか修繕までに対して

の費用、それに対しての補助金というのは、各市町村で行うこととなっていま

す。これはあるいは・・・でやる。その原因はともかく、今の時点では市町村

なのかなというふうに考えています。 

このＩＣＴ機器が導入されたときに、私たちは気をつけているのは、決して

この機器というのは特別なものではなくて、いずれは文房具のようになってい

くものとなっています。これは保護者さんの意識も変わっていくということが

大事になると思いますが、もう当たり前にこういうものを使って学習していく

という、そういうご理解も広めながら、一応今度は修繕というものが発生した

ときにどうするのか。実際、今回のＧＩＧＡスクールのときには、保護者様に

負担をいただいて、いわゆる保険加入するというところを実施している自治体

もございます。 

今、当町では、そこまでやるかどうかというのは考えてはいませんが、その

ような先行自治体の取り組みも研究しながら、今後の整備については進めてい

きたいというふうに思っております。 

以上です。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） ⑦の関連質問へまいります。 

全国の小中学校で切れ目なく活用が行われ、個別最適な学びと、誰一人取り
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残されない教育が停滞することのないよう、ＧＩＧＡスクールの今後第２ステ

ージへ向けた方向性をどのようにとらえられておられるか、伺います。 

○議長（岩口友雄君） 答弁を求めます。 

高野教育長。 

○教育長（高野正延君） 文部科学省は、一人一台端末の活用状況に自治体間格差が

見られたことから、これを解消するために、来年までを集中推進期間と位置づ

け、ＩＣＴ環境の積極的な活用を図っています。 

また、社会の情勢から見ても、学校における学習者用情報端末などを活用し

た学習活動の促進は、不可欠なことと考えられます。このことがまず、ＧＩＧ

Ａスクール構想第２ステージへ向けた一つの方向性だと考えます。 

文部科学省は、今年３月、「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登

校対策 COCOLO プラン」を取りまとめました。誰一人取り残されないという表

現は、増え続けている不登校の現状を意識したものとは思われますが、それ以

前に、子どもたちの多様化を踏まえ、児童生徒一人ひとりの資質、能力を伸ば

すという観点が大事だと、町では考えています。それを、今年立ち上げた事業

として、「自分らしい学び」という表現で表しています。 

続いて、さて、誰一人取り残されない教育、ＩＣＴ機器の積極的な活用、個

別最適な学び、協働的な学びという言葉が、しばしば相まって出てきますが、

本来これらは別のものだと考えています。しかし、これらにつながりを持たせ

ることにより、教育効果を上げることができます。これが、ＧＩＧＡスクール

構想第２ステージ以降の高森の学校現場の方向性だと考えます。 

まず、個別最適な学びと協働的な学びという一見相反するような学びが、ど

のようにして一体化されるかという考え方について、説明します。 

多様な子どもたちの資質、能力を育成するためには、まず、一人ひとりの子

どもが自分の課題を持ち、情報を収集、整理、分析して、それを基に自分なり

の考えを持つことが大切です。 

この子どもの主体的で個性的な学習が、個別最適な学びです。何が最適化と

言えば、追究の仕方や課題解決の方法を自分で選択できるということです。そ

れを行うためには、子どもが試行錯誤しながら、自分なりに粘り強く取り組む

ための支援が必要であり、教師は指導の個別化を試みます。そのツールとして、

ＩＣＴ機器の活用が有効とされているのです。 

さらに、協働的な学びですが、その根底には、学習が社会的な営みだという
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考え方があります。つまり、個別の追究の中で持った個々の考えは、友だちや

先生、地域の方などの他者との協働の中で深まり、内在化されていくからです。

子どもたちは、他者の考えを参考にしながら、自分の考えを見つめ直し、自己

決定していきます。これが、個別最適な学びと協働的な学びが一体化される過

程だと考えています。 

この協働的な学びの場面でも、ＩＣＴ機器を効果的に活用することができま

す。協働的な学びは、仲間とつながり、社会とつながる学びでもあります。 

以上、第２ステージ以降の方向性について述べてきました。 

最後に、現場には新しいことが次々に入ってきて大変だという声があります

が、基本的な授業構想は、必ずしも新しいものではありません。以前から１時

間の授業の中では、個別追究と集団追究を組み合わせて行ってきました。まず、

個別の追究で自分の考えを持ち、続いて、集団で意見交換し、最後には各自が

自分の言葉でまとめる。こうした一連の授業の骨組みは、いわば不易なもので

あり変わっていないのです。その変わっていないことを基に、今そこに、タブ

レット等のＩＣＴ機器をツールとして取り入れる取り組みが加わっているとい

うことだと思います。 

したがって、今後も授業改善の視点から、積極的にＩＣＴ機器を活用し、子

どもの主体的な追究を促すような指導を目指したいと考えています。 

○議長（岩口友雄君） 河合議員。 

○４番（河合隆俊君） 個別最適な学び、そして協働的な学びという点では、先日、

中学の授業を観させてもらったんですけれども、それぞれがタブレットを使い

ながら、自分の考え、そして自分の考えを電子黒板へ映し出して、みんなの意

見を把握しながら、また数学ですかね、問題を解けないときにはみんなで教え

合うような、結構授業の中で、自分たちはこんなに会話をしながら授業をした

かなというような、やっぱり会話をしながら、生徒同士が教え合っていたとい

うところが印象にありまして、まさにそれは協働的な学びということになるの

かなと思います。 

終わりになりますけれども、今後、このデジタルの力を活用し、どこの地域、

またどこの学校にいても、この時間や距離を超えた多様で特色のある教育活動

を展開することで、地方創生やグローバルな人材を育成するという意味でも重

要かと思います。そしてその先に、教員の皆さんの働き方改革につながってい

くような取り組みをお願いいたしまして、私の一般質問を終わります。 
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○議長（岩口友雄君） これで一般質問を終わります。 

 


